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概要書 
 
本論文の目的 
本論文は「わが国生保の動向と医療保険分野における新たな事業機会」と題して、生保
業界の現状分析を行うとともに、医療保険分野における新たな事業機会を探索する目的で
執筆した。 
 
問題意識 
本論文の執筆にあたって筆者が有している問題意識は、以下の通りである。 
 
問題意識 1：生命保険業界（以下、生保業界）の現状を確認し、新しい事業領域を
探る前提として生保業界が自身を取り巻くリスクをどう認識してい
て、どう対応しているのかを整理し、まとめたい。 
問題意識 2：将来、生命保険会社（以下、生保会社）の戦略がどのように変化して
いくのか、また新しい事業機会はどこにあるのか、医療保険分野を中
心に自分なりの考え方をまとめたい。 
 
本論文の前半部分にあたる第二章から第五章にかけては、1 つ目の問題意識、すなわち
新しい事業領域を探る前提となる生保業界の動向を整理することに力点を置いて執筆する。 
生保業界を取り巻く環境はめまぐるしく変化している。経営を脅かすリスクに多重的に
囲まれ、その対応の巧拙によっては、生保会社自身の存続自体をも危うくすることとなる。
事実、明治安田生命は 2005 年初に発覚した、いわゆる「保険金不払問題」に端を発した
生保不信の影響により、2006 年 3 月期決算において減収減益に陥り、死亡保障の新契約
高は 40.9％減、業界 3 位から 5 位に転落するという事態を招いた。その後、生保業界の信
頼回復の道のりが長く険しいものであったことは、報道等によっても広く知られていると
ころである。 
一方、生保業界はリスクを跳ね除けるために、様々な手立てを講じてきた。多様な生命
保険商品の開発、販売チャネルの拡大、そして生保会社の形態転換や再編の動きには、生
保業界のしたたかさ、しなやかさ、そして大胆さを見て取ることができる。 
これらの動向を現時点で、かつ客観的な視点からまとめておくことは、筆者の現在の業
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務において大きな意味を持つと同時に、生保業界にとっても有意義であると思われる。 
 
本論文の後半部分にあたる第六章から第七章にかけては、2 つ目の問題意識、すなわち、
生保業界の今後の事業機会を探ることに力点を置いて執筆する。 
急速な少子高齢化が進展するなか、「公保険」の財政状況が悪化している。特に医療保険
分野に着目すると、公的医療制度改革は国民負担を増加させる方向にある一方、健康保険
組合の赤字額は膨張しつつある。このような社会的状況は無論好ましくはないが、他方で
生保業界にとってはチャンスでもある。「公保険」のカバーできる領域の縮小に合わせて「私
保険」、すなわち民間医療保険の活躍できる領域が拡大することが考えられ、新たな競争環
境が生まれようとしているとも捉えられるからである。 
ただし、「公保険」と「私保険」の本質的な相違を確認することなく事業機会を闇雲に探
すことに、筆者は反対である。両者の相違を無視した議論には「私保険にできないこと」
「私保険にそもそも求められていないこと」が混入してしまい、無駄が多いからである。 
したがって、まず「公保険」「私保険」の境界線について多面的に検討を加え、慎重に境
界を確定させる作業を行う。そして、境界線問題の解決をみたうえで、日本の民間医療保
険が現在位置付けられている「補足的」な位置から、フランスに見られるような「補完的」、
ドイツに見られるような「代替的」な位置付けへ接近していく過程において、わが国自動
車保険の事例を参考にしつつ新たな事業機会が発見できるかどうかを検討する。 
この新たな事業機会を探る試みについては、筆者の帰任後の業務に役立つことが期待で
きると同時に、生保業界にも一定の示唆を与える内容であると思われる。 
 
本論文の構成 
本論文の構成は全八章で構成されており、二章以降の概要は以下の通りである。 
 
第二章「生保業界を取り巻く環境の変化」では、主に生命保険文化センターが調査した
データに基づき現在の生保業界を俯瞰する。また生保業界を取り巻くリスクを図式化する
ことでリスクの構造を明らかにし、リスク対応の方向性について述べる。 
第三章「生保業界の信頼回復への対応」では、どのような方法で生保業界が信頼を回復
しようとしているのかを確認する。いわゆる「保険金不払問題」の発覚の契機となった明
治安田生命の事例をもとに、事件の背景、発端、発覚の経緯と、その後の信頼回復への改
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革について述べる。 
第四章「機会損失回避のための対応」では、顧客嗜好の多様化や顧客接触機会の減少に
より機会損失を招きやすい現在の環境下にあって、生保業界がどのような手段でそれを乗
り切ろうとしているのかを確認する。具体的には、多様化する商品の開発動向と販売チャ
ネルの拡大について述べる。 
第五章「生保会社の形態転換/再編」では、生保会社が時代の荒波を乗り越えるため、自
らのありかたや形を変えてまで経営基盤の強化を図る姿を取り上げる。相互会社から株式
会社への転換、持株会社形式の経営統合、相互会社同士の合併等による経営基盤強化策に
ついて述べる。 
第六章「生保会社の戦略分析」では、フレームワークを用いた分析により、現在の生保
会社各社の採用する戦略がどのように分類され、新たな事業機会を探すきっかけになるか
どうかを確認する。具体的には、バリューチェーン分析、5 つの力分析により生保会社の
内部的要素と外部的要素の分析を行うが、結果的にはフレームワークによる分析では新た
な事業機会を発見することが難しいことを示す。 
第七章「医療保険分野における新たな事業機会」では、「公保険」「私保険」の境界線の
ゆらぎを取り上げ、特に医療保険の分野で生保会社が果たす役割が拡大する可能性を検討
する。保険加入で得られる経済的効果の検証、保険を支える数理的基礎の確認、総余剰分
析等を通して境界線を確定し、諸外国における民間医療保険活用の事例およびわが国自動
車保険の事例を参考にしつつ、生保会社のこれからの姿を探る。 
第八章「おわりに」では、本論文の執筆全体を通じて得られた示唆についてまとめる。 
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第一章 はじめに 
第一章 はじめに 
第一節 問題意識 
本論文の執筆にあたって筆者が有している問題意識は、表 1の通りである。 
 
表 1 本論文執筆にあたっての問題意識 
問題意識 1：生命保険業界（以下、生保業界）の現状を確認し、新しい事業領域を
探る前提として生保業界が自身を取り巻くリスクをどう認識してい
て、どう対応しているのかを整理し、まとめたい。 
問題意識 2：将来、生命保険会社（以下、生保会社）の戦略がどのように変化して
いくのか、また新しい事業機会はどこにあるのか、医療保険分野を中
心に自分なりの考え方をまとめたい。 
（出所）筆者作成 
 
筆者は生保会社の職員であるが、2008 年 4 月より財団法人 生命保険文化センター1に出
向者として在籍しており、2011 年 3 月末に元会社に帰任する予定となっている。 
元会社で勤務していた当時は主に法人営業部門に所属し、お客さまに生命保険を直接販
売する立場にあったが、出向してからは生保会社、ひいては生保業界を客観的に外部から
眺める機会を得た。また、日々の啓発活動のなかで、大学・高校生向けの講座の講師を務
める機会が多く、おのずと生保業界を中立的に語る態度が身についた。 
 
本論文の前半部分にあたる第二章から第五章にかけては、1 つ目の問題意識、すなわち
新しい事業領域を探る前提となる生保業界の動向を整理することに力点を置いて執筆する。 
生保業界を取り巻く環境はめまぐるしく変化している。経営を脅かすリスクに多重的に
囲まれ、その対応の巧拙によっては、生保会社自身の存続自体をも危うくすることとなる。
事実、明治安田生命は 2005 年初に発覚した、いわゆる「保険金不払問題」に端を発した
生保不信の影響により、2006 年 3 月期決算において減収減益に陥り、死亡保障の新契約
                                                
1 1976 年設立。生命保険に関する正しい知識を広める啓発団体として設立された。当センターの
HPには「人々の生命保険に対する意識や意向を的確に把握し、それに応じた適切な情報を公
正な立場から提供して、人々と生命保険業界間のツーウェイ・コミュニケーションによる相互
理解を図ることを目的に、設立されました。」とある。
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高は 40.9％減、業界 3 位から 5 位に転落するという事態を招いた。その後、生保業界の信
頼回復の道のりが長く険しいものであったことは、報道等によっても広く知られていると
ころである。 
一方、生保業界はリスクを跳ね除けるために、様々な手立てを講じてきた。多様な生命
保険商品の開発、販売チャネルの拡大、そして生保会社の形態転換や再編の動きには、生
保業界のしたたかさ、しなやかさ、そして大胆さを見て取ることができる。 
これらの動向を現時点で、かつ客観的な視点からまとめておくことは、筆者の現在の業
務において大きな意味を持つと同時に、生保業界にとっても有意義であると思われる。 
 
本論文の後半部分にあたる第六章から第七章にかけては、2 つ目の問題意識、すなわち、
生保業界の今後の事業機会を探ることに力点を置いて執筆する。 
急速な少子高齢化が進展するなか、「公保険」の財政状況が悪化している。特に医療保険
分野に着目すると、公的医療制度改革は国民負担を増加させる方向にある一方、健康保険
組合の赤字額は膨張しつつある。このような社会的状況は無論好ましくはないが、他方で
生保業界にとってはチャンスでもある。「公保険」のカバーできる領域の縮小に合わせて「私
保険」、すなわち民間医療保険の活躍できる領域が拡大することが考えられ、新たな競争環
境が生まれようとしているとも捉えられるからである。 
ただし、「公保険」と「私保険」の本質的な相違を確認することなく事業機会を闇雲に探
すことに、筆者は反対である。両者の相違を無視した議論には「私保険にできないこと」
「私保険にそもそも求められていないこと」が混入してしまい、無駄が多いからである。 
したがって、まず「公保険」「私保険」の境界線について多面的に検討を加え、慎重に境
界を確定させる作業を行う。そして、境界線問題の解決をみたうえで、日本の民間医療保
険が現在位置付けられている「補足的」な位置から、フランスに見られるような「補完的」、
ドイツに見られるような「代替的」な位置付けへ接近していく過程において、わが国自動
車保険の事例を参考にしつつ新たな事業機会が発見できるかどうかを検討する。 
この新たな事業機会を探る試みについては、筆者の帰任後の業務に役立つことが期待で
きると同時に、生保業界にも一定の示唆を与える内容であると思われる。 
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第二節 本論文の構成 
本論文の構成は全八章で構成されており、二章以降の概要は以下の通りである。 
 
第二章「生保業界を取り巻く環境の変化」では、主に生命保険文化センターが調査した
データに基づき現在の生保業界を俯瞰する。また生保業界を取り巻くリスクを図式化する
ことでリスクの構造を明らかにし、リスク対応の方向性について述べる。 
第三章「生保業界の信頼回復への対応」では、どのような方法で生保業界が信頼を回復
しようとしているのかを確認する。いわゆる「保険金不払問題」の発覚の契機となった明
治安田生命の事例をもとに、事件の背景、発端、発覚の経緯と、その後の信頼回復への改
革について述べる。 
第四章「機会損失回避のための対応」では、顧客嗜好の多様化や顧客接触機会の減少に
より機会損失を招きやすい現在の環境下にあって、生保業界がどのような手段でそれを乗
り切ろうとしているのかを確認する。具体的には、多様化する商品の開発動向と販売チャ
ネルの拡大について述べる。 
第五章「生保会社の形態転換/再編」では、生保会社が時代の荒波を乗り越えるため、自
らのありかたや形を変えてまで経営基盤の強化を図る姿を取り上げる。相互会社から株式
会社への転換、持株会社形式の経営統合、相互会社同士の合併等による経営基盤強化策に
ついて述べる。 
第六章「生保会社の戦略分析」では、フレームワークを用いた分析により、現在の生保
会社各社の採用する戦略がどのように分類され、新たな事業機会を探すきっかけになるか
どうかを確認する。具体的には、バリューチェーン分析、5 つの力分析により生保会社の
内部的要素と外部的要素の分析を行うが、結果的にはフレームワークによる分析では新た
な事業機会を発見することが難しいことを示す。 
第七章「医療保険分野における新たな事業機会」では、「公保険」と「私保険」の境界線
のゆらぎを取り上げ、特に医療保険の分野で生保会社が果たす役割が拡大する可能性を検
討する。保険加入で得られる経済的効果の検証、保険を支える数理的基礎の確認、総余剰
分析等を通して境界線を確定し、諸外国における民間医療保険活用の事例およびわが国自
動車保険の事例を参考にしつつ、生保会社のこれからの姿を探る。 
第八章「おわりに」では、本論文の執筆全体を通じて得られた示唆についてまとめる。 
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第二章 生保業界を取り巻く環境の変化 
第二章「生保業界を取り巻く環境の変化」では、主に生命保険文化センターが調査した
データに基づき現在の生保業界を俯瞰する。また生保業界を取り巻くリスクを図式化する
ことでリスクの構造を明らかにし、リスク対応の方向性について述べる。 
 
第一節 データで見る生保業界 
最初に、各種のデータに基づいて生保業界の現状を確認する。現所属における生命保険
に関する啓発活動の一環として大学の教壇に立つことが多いが、学生の生命保険に対する
知識は少なく、どうやって説明すれば具体的なイメージが湧きやすいのか、日々試行錯誤
している。大学での講義内容と学生の反応を交えながら、生保業界の動向について述べる。 
 
第一項 世帯加入率の推移 
財団法人 生命保険文化センターの調査によれば、生命保険の世帯加入率は平成 21 年度
において 90.3％2である。また、年次の推移を見ると、平成 6 年度の 95.0％をピークに減
少傾向にあるものの、依然として生命保険を利用している家庭が大部分を占めていること
が分かる。 
 
図 1 生命保険の世帯加入率推移 
 
（出所）生命保険文化センター「平成 21 年度 生命保険に関する全国実態調査（速報版）」 
 
                                                
2 全生保は民保（かんぽ生命を含む）、簡保、JA、生協・全労済の計。 
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しかし、この数値を学生に伝えても、彼らは生活実感を持っていないため、いまひとつ
ピンとこないようである。そこで、筆者はしばしば他の情報機器の普及状況と比較して、
約 90％の世帯加入率がどれほど高い数値なのかということを話し聞かせている。 
総務省「通信利用動向調査（世帯編）平成 20 年」に照らし合わせると、生命保険の世
帯加入率は、固定電話の世帯普及率に匹敵していることが確認できる3。最近は携帯電話の
普及により、若年単身世帯においては固定電話の契約を行わないケースも増えているもの
と思われるが、「皆さんの実家になら固定電話を引いていますよね」（ここで大部分の学生
がうなずく）「生命保険という商品は、実家にある固定電話と同じくらいの普及率であり、
それくらいありふれた、生活に密着した商品なのですよ」と伝えると、学生も納得しやす
いのである。 
 
第二項 生命保険の世帯年間払込保険料 
次に生命保険の世帯年間払込保険料を確認すると、平成 21 年度において 45.4 万円と
なっている。こちらも平成 9 年度のピーク時の数値 67.6 万円と比較すれば減少している
が、月換算で 4 万円弱の保険料負担は、一般的な家計においての存在感は依然、比較的大
きいと解釈すべきであろう。学生にとって身近な金銭尺度としては、アルバイト料が考え
られる。無論、学生個人の収支と家計ではサイズが全く異なることに注意が必要であるが、
彼らの時間当たり労働対価の数十倍を家計が負担していることに対して、彼らなりに驚き
を感じるようである。 
 
                                                
3 平成 20 年度末における固定電話の保有状況は 90.0％。 
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図 2 生命保険の年間払込保険料 
 
（出所）図 1 と同じ 
 
第三項 世帯の普通死亡保険金額 
世帯の普通死亡保険金については、 [生命保険文化センター, 2009, ページ: 17]に基づき
おおよそ 3,000 万円程度と説明している。 
ここで筆者はいつも学生に「なぜ自分自身（この場合は親）が、自分に一銭の得にもな
らない死亡保険に、これほど多く加入しているのだろう？」と問いかける。あるものは自
分が指名されぬよう俯き、あるものは目を宙にさまよわせ考え始める。しばらくの間をお
いて、「死亡保険はもちろん自分が保険金を受け取ることはできない。しかし親は、万一の
ときに子の、家族の幸せが経済的な問題で壊されることのないよう願いを込めて、保険に
加入しているのだ。だから、両親には感謝しなければならない」と話す。社会人にとって、
ましてや生保会社に勤務する筆者にしてみれば、極めて常識的なことを伝えているに過ぎ
ないのだが、彼らにとっては非常に新鮮に聞こえる話らしく、うなずきながらこちらを見
る学生が多い。 
 
第四項 個人保険の種類別保有契約件数の推移 
さて、ここまで示した数値がどれも近年低下傾向にあるものばかりであるので、少し切
り口を変えて個人保険の種類別保有契約件数の推移を説明する。 [生命保険協会, 2009, 
ページ: 12]によれば、こちらは平成 5 年をピークに一旦は減少に転じるが、近年になって
再び増加傾向にあること、平成 20 年においては保有契約件数が 11,299 万件であることを
話す。内訳を見ると、定期保険や定期付終身保険を中心とする死亡保障の契約件数は伸び
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悩んでいるものの、ガン保険、医療保険を中心とする生存給付型の保険は契約件数が伸長
していることが分かる。この部分は、後に少子高齢化社会の到来、それに伴う顧客ニーズ
の変化へとつながる部分となる。 
 
第五項 生保業界の収支状況の推移 
また、合わせて生保業界の収支状況の推移として、 [生命保険協会, 2009, ページ: 18]
に基づき平成 20 年の生保業界全体の経常収益が約 39 兆円ということを伝える。ただし、
金額があまりにも大きすぎて学生には理解が難しいため、「昨年 1 年間の日本国の税収が
いくらくらいか知っているか？」という問いかけをはさむようにしている。平成 21 年度
の一般会計税収がちょうど約 39 兆円 [財務省, 2010]であり、日本の税収と同じくらいの
金額が生保業界の経常収益だということを話すと、その金額の大きさがイメージしやすい
ようである。 
 
以上、各種データに基づき生保業界の置かれている環境を俯瞰したが、様々な数値の変
化は、生保業界を取り巻く環境、とりわけ「リスク」が強く影響を与えていると考えてよ
いだろう。 
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第二節 生保業界のリスク認識 
では、どのような「リスク」が生保業界に影響を与えているのだろうか。あるいは、生
保業界はどのように「リスク」を認識しているのだろうか。「リスク」の構造を明らかにす
るとともに、生保業界が「リスク」にどう対応しようとしているのか、その方向性につい
て述べる。 
 
第一項 生保業界を取り巻くリスクの構造 
生保業界を取り巻くリスクの構造を検討すると、図 3 のように整理できる。 
 
 
 
 
図 3 生保会社を取り巻くリスクの構造概念図 
（出所）筆者作成 
 
まず、最も外周の円内は「保障の世界」とした。保障の世界は、現代の社会における多
様なリスクに伴って発生する経済的負担を加入者の間で分散するシステムである「保険」
によって支えられていると考えられる。このとき保険の分類は、佐藤主光によれば「契約
の面から保険をとらえた場合、生命保険（死亡保険、医療保険等）や損害保険（自動車保
険、火災保険等）など、個人や企業などが任意に加入する「私保険」と、保険の対象とす
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る社会活動の不可欠性や政策関与の必要性が高い場合に、公的な制度として運営される「公
保険」とに分類できる」とされる [佐藤, 2009, ページ: 204]。 
次に、図中の実線円は、私保険と公保険の担い手である「プレーヤー」をあらわす。公
保険のプレーヤーは、主に国や地方公共団体等であり、おおよそ「官」が担っていると整
理できる4。 
また、私保険のプレーヤーは、生保会社を集合的に呼称する「生保業界」ならびに、「損
害保険業界」「共済」「少額短期保険業界」等であり、おおよそ「民」が担っているとあら
わせる。 
 
第二項 生保業界のリスク認識 
このように図式化したとき、生保業界に影響を与えるリスクは、大きく 3 つに分類でき
ると思われる。すなわち「信頼喪失のリスク」「顧客嗜好多様化・顧客接触機会減少による
機会損失のリスク」「国内マーケット縮小のリスク」である。 
 
(１) 信頼喪失のリスク 
「保険金不払問題」に端を発した「生保不信」は、ようやくほぼ払拭されるに至ったが、
些細なきっかけで再び信頼を喪失するリスクがある。 
明治安田生命による悪質な保険金不払を皮切りに次々と明らかになった保険金不払いお
よび支払漏れの問題は、生保業界のみならず、損害保険業界、共済にまで飛び火した。「保
険金・給付金が正当に支払われていないのではないか」という消費者の疑念は大きく膨ら
み、不払および支払漏れ件数の大きい保険会社を中心に、業績が大きく落ち込む事態となっ
たのである。 
行政の指導ならびに業界の努力により、表面上は問題が沈静化したようにも見えるが、
消費者の心の奥底に残る不信感は、簡単に拭い去ることはできない。信用喪失のリスクは、
生保業界、損害保険業界、共済各々のプレーヤーに未だ大きくのしかかっていると考える
べきであろう5。 
 
                                                
4 健康保険組合は厳密には「官」とは呼べないが、公保険の担い手である。 
5 保険金不払問題そのものは、生保業界にその発生原因を求められるため厳密には環境要因とは
いえないが、その問題の重大さゆえに表面的に取り繕うような対応では全く不足であるという
意味でリスクとして挙げている。 
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(２) 顧客嗜好多様化・顧客接触機会減少による機会損失のリスク 
個人の価値観が尊重される社会が到来し、「自分らしい保険」を求める顧客が増加、画一
化された商品では顧客ニーズを汲み取れないというリスクがある。 
各々が自分の個性や好みによって行動する風潮が強まっている現代において、生保会社
が押し付ける画一的な商品では満足できない消費者は確実に増加しているものと思われる。
顧客志向の多様化に対応できない生保会社は販売機会を逃してしまうという機会損失のリ
スクが高まっているものと考えられる。 
また、個人情報保護の機運が高まりに伴い顧客に接触する機会が減少し、見込み顧客に
リーチできないという別の側面のリスクもある。ある学校関係者から、クラスの緊急連絡
簿を作成するのでさえ、個人情報保護を盾に電話番号を知らせない親が増加しており対応
に苦慮しているという話を聞いたことがある。生保業界においては対面販売による契約が、
未だ大きなウエイトを占めているが、職域に部外者を出入りさせないことがもはや常識と
なりつつあり、こちらも機会損失の原因となっている。 
 
(３) 国内マーケット縮小のリスク 
現代日本を覆う少子高齢化社会の到来は、私保険と公保険にそれぞれ別の種類のリスク
をもたらしていると考えられる。 
まず私保険の部分に対しては、少子高齢化により、保険に加入する契約者の絶対数が減
少し、国内マーケットが縮小しつつあるというリスクがある。2005 年をピークに日本の人
口は既に減少に転じたと見られており、保険の対象となる人口が減ればマーケットも縮小
するという構図のため、少子高齢化は私保険に対し重大な影響をもたらす問題だといえる。 
一方、公保険の部分に対しては、少子高齢化は別の影響を与えている。社会保障関係費
用において政府の財政負担を増大させるリスクである。医療、介護、年金各分野の給付は
増加の一途をたどっており、今後、税金や社会保険料を中心とした国民負担がますます増
えてくるのではないかと予想されている。 
 
第三項 リスクの相関・範囲・時間軸 
以上のように、生保業界に影響を与えるリスクを 3 つに分類したが、それぞれのリスク
に相関関係はなく、その与える影響の範囲のみ異なるものと考えている。すなわち、少子
高齢化社会の到来は保障の世界全体に影響を与え、顧客嗜好多様化・顧客接触機会減少に
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よる機会損失のリスクは、生保業界等の私保険のプレーヤー全体に影響を与える。 
また、信頼喪失のリスクは、生保業界、損害保険業界、共済という限定されたプレーヤー
に影響を与えている。ただし、生保業界内部から周囲を見渡せば、3 つのリスクに多重的
に囲まれた状態と考えられる。 
そして、各リスクが与える影響の時間的な長さに着目すると、信用喪失のリスクは短期
的であり、機会損失のリスクは中長期的、国内マーケット縮小のリスクは長期的と分類で
きるものと考えられる。 
 
第四項 リスク対応の方向性 
「信頼喪失のリスク」に対応する方向性として、生保業界が強く打ち出している方針が
「適切な保険金等の支払い」の確保等である。生命保険協会のHPでは、以下 5 点を「信
頼回復への取組」として掲げている6。 
 
・ 行動規範の全面的な見直し 
・ ガイドラインの見直し 
・ 教育の充実 
・ お客さま対応体制の強化 
・ 診断書の標準化・電子化 
 
また、この仕組みを正しく動かすために、生保各社においては「ガバナンス強化のため
の組織改革」や「営業職員チャネル改革」が行われているところである。 
一方、「顧客嗜好多様化・顧客接触機会減少による機会損失のリスク」に対して、生保業
界は「貯蓄性商品の需要拡大、医療保障ニーズの高まりなど、顧客の多様化する要望に対
応した商品開発」と「販売チャネルの多様化による、顧客接点の強化」という取組を行っ
ていると考えられる。 
また、国内マーケット縮小のリスクに対して、生保業界は「生保会社の形態転換/再編に
よる経営体力の強化」という取組を行っていると考えられる。 
 
                                                
6 生命保険協会HP「お客さまへ 適切な保険金等の支払いを確保するために」
〈http://www.seiho.or.jp/data/other/071009.html〉 
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第三節 本章のまとめ 
第二章「生保業界を取り巻く環境の変化」では、まず生命保険文化センターが調査した
データに基づき現在の生保業界を俯瞰した。 
生命保険の世帯加入率、世帯年間払込保険料、世帯の普通死亡保険金額はいずれも低下
傾向にあるが、個人保険の種類別保有契約件数は増加傾向にあること、また経常収益の規
模から考えても、生保業界は日本の国民経済において大きな存在感を示しているといえよ
う。 
また、生保業界を取り巻くリスクを図式化し、リスクの構造を明らかにした。生保業界
は「信頼喪失のリスク」「顧客施行多様化・顧客接触機会減少による機会損失のリスク」「国
内マーケット縮小のリスク」に多重的に囲まれているが、それに対して「ガバナンス強化
のための組織改革」「営業職員チャネル改革」「顧客の多様化する要望に対応した商品開発」
「販売チャネルの多様化」「生保会社の形態転換/再編による経営体力の強化」等の対応を
行っていると考えられる。 
次章以降では、第二章での確認に基づき、リスクに対する生保業界の具体的対応内容に
ついて述べる。第三章は「生保業界の信頼回復への対応」、第四章は「機会損失回避のため
の対応」、第五章は「生保会社の形態転換/再編」についてである。 
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第三章 生保業界の信頼回復への対応 
第三章「生保業界の信頼回復への対応」では、どのような方法で生保業界が信頼を回復
しようとしているのかを確認する。 
いわゆる「保険金不払問題」の発覚の契機となった明治安田生命の事例と一連の対応に
ついて [齋藤, 2007]の記述をもとに時系列的にまとめ、事件の背景、発端、発覚の経緯と、
事件がディスクロージャー資料に外見的にどのような影響を与えているかを確認するとと
もに、その後の信頼回復への改革について具体的に述べる。 
 
第一節 明治安田生命の保険金不払問題 
第一項 事件の背景 
バブル崩壊以降の生保業界は、低金利のあおりで資金運用が逆ザヤとなり、経営状況が
悪化していた。 
事件発生の遠因には、旧明治生命と旧安田生命の合併があげられる。合併の 2004 年 1
月からさかのぼること 2 年前の 2002 年 4 月、旧明治生命は合併を控え、金子亮太郎社長
主導による「死差益」拡大を掲げた中期経営計画をスタートさせており、死差益拡大のた
め、保険金不払いが行われていた。合併後もその方針は変わらず、数値目標を設けるなど
してさらに推進され、5 年間で保険金・給付金の不当不払いは 1,053 件、総額約 52 億円に
達した。 
 
第二項 事件の発端 
2005 年 2 月 25 日、金融庁は、契約者に保険金を支払わず、不十分な説明のまま保険商
品を販売する保険業法違反の営業活動を 5 年余り行ったとして、明治安田生命の営業拠点
全店に対して、個人向け保険の募集を、3 月 4 日から 17 日までの 2 週間、全面的に禁止
するという業務停止命令を出した。 
金融庁によると、明治安田生命は、顧客が病歴などを説明しない「保険金詐欺」の該当
基準を幅広く適用し、支払うべき死亡保険金の支払いに応じなかった。また、保険契約者
本人が重病にかかっていると認識していなくとも、契約者死亡後、保険金詐欺と断定した
例もあった。 
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第三項 発覚の経緯 
2002 年 1 月、旧明治生命の金子亮太郎社長が、保険金支払額を大幅に抑制した支払査定
部門を表彰した。 
2002 年 3 月、旧明治生命は支払う保険金を削減して収益を拡大させる”死差益拡大”によ
る中期経営計画を策定し、4 月からスタートさせた。これにより、計画開始以前では年間
10 件程度であった保険金の不払い件数は、2002 年以降は年間数百件にも上った。 
2004 年 1 月、旧明治生命と旧安田生命が合併して明治安田生命が誕生。旧明治生命社長
のであった金子亮太郎が新社長に就任し、死差益拡大路線は継続した。増加する契約者と
のトラブルや苦情には「2 回苦情を受けたら支払いに応じる」などとするマニュアルを策
定するなど、保険金支払いを抑制するために組織的に対応していた。 
2004 年秋、金融庁が明治安田生命に、保険金不払いが増大していることを指摘したため、
明治安田生命は内部調査を開始した。 
2005 年 2 月 18 日、明治安田生命は記者会見を行い、不当不払いが 162 件あったことを
公表した。 
 
第四項 その後の経過、金融庁、明治安田生命の対応 
2005 年 3 月 4 日、明治安田生命は 2 週間の業務停止に入った。 
3 月 16 日、保険金の不当不払いの責任を取り金子亮太郎の役員報酬を 4 月から半年間
カット、違法営業当時の保険金支払査定部門の担当専務、取締役が辞任という社内処分を
発表した。 
4 月、金融庁が明治安田生命の立入検査を開始した。明治安田生命は、保険金不払い問
題の再発防止策として、外部の有識者を交えたサービス改善の提言組織「お客さまの声推
進諮問会議」を創設したと発表した。 
5 月 31 日、3 月期の新規契約高が、前期比 16.2％の大幅減になったと発表した。業務停
止により 3 月の新規契約高が 6 割減ったためであった。 
7 月 5 日、総代会で金子亮太郎社長は契約者に陳謝し、不当不払いの責任を取って辞任
すると表明した。160 名の総代から批判の声はほとんどなかった。同日、金子亮太郎社長
は記者会見で、2004 年度中、保険金詐欺以外の理由で保険金を支払わなかったもののうち、
保険金を支払うべき件数は 90 件以上、約 7 億に上り、入院給付金の不払いも 64 件あった
と発表した。 
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7 月 25 日、不祥事の原因などを調査する「コンプライアンス委員会」の初会合を開いた。 
10 月、保険金不払いに関する社内調査書のなかで、不払いが起きた原因は、経営陣が示
した保険金支払額の圧縮方針を現場責任者が「誤解」したためと指摘し、経営陣が意図的
に不払いを指示していた事実は認められなかったとした。明治安田生命は、保険金・給付
金の不当な不払いが、過去 5 年間で合計 1,053 件、52 億円になると発表した。これを受け、
すでに辞意表明をしている金子亮太郎社長のほか、宮本会長、および副社長も引責辞任を
表明した。金融庁は明治安田生命に対して、11 月 4 日から 2 週間の新規保険契約と募集停
止（業務停止）と、新商品の開発と販売の無期限の業務地誌を決定した。 
11 月、専務以上の 11 名の退陣を決定、新社長に松尾常務を昇格させることを決定する
とともに、松尾社長の報酬カットなど、役職員 120 名の処分を発表、同日、業務改善計画
を金融庁に提出した。同月、2005 年度上半期の新規契約高が、業界 4 位に転落したこと
が分かった。3 位の座を失うのは合併以来初めてだった。 
2006 年 1 月、「お客さまを大切にする会社」の実現に向けて、「明治安田再生プログラム」
の実施を決定、その一環として、「適切なお支払い」へ向けた取り組みをスタートした。 
2 月、2005 年 10～12 月に契約者から寄せられた苦情件数が急増し、2 万 638 件に上っ
たと発表した。初めて公表した 2005 年 4～9 月と比べると、月平均で 2.4 倍となった。 
3 月、2006 年 3 月期決算を発表した。減収減益で、死亡保障の新契約高は 40.9％減、業
界 3 位から 5 位となった。 
7 月 4 日、総代会で契約者の代表である総代の選任に、業界初の立候補制の導入を決定
した。また、指名、監査、報酬の 3 委員会が経営をチェックする仕組みを作ることも決定
した。 
8 月 21 日、契約者の代表として経営をチェックする総代の立候補を 9 月から受け付ける
と発表した。 
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第二節 ディスクロージャー資料に見る信頼回復への取組 
以上、明治安田生命の保険金不払問題について、時系列的にまとめた。次に、この問題
がディスクロージャー資料に外見的にどのような影響を与えているかを確認する。 
 
第一項 （2004→2005年）の変化7 
「お客さまからの信頼回復」「コンプライアンスの徹底」を前面に 
 
(１) 目次項目 
以前よりあった「信頼される企業を目指して」という項目に加え、新たに「明治安田生
命の経営方針」という記述を冒頭に追加、その中で「お客様の信頼回復に向けて」と「コ
ンプライアンスの徹底」という項において、信頼回復への取組方針の説明がなされている。 
経営方針については金子亮太郎社長名での説明文が掲載されているが、「はじめに」の中
で保険金不払および金融庁から業務停止命令を受けたことのお詫びが記されているものの、
その後は「経営方針」「平成 16 年度の取り組み」「平成 17 年度の取り組み」と続き、お詫
び部分の重み付けがなされているようには見えない。 
 
(２) 全体的な印象 
「お客様の信頼回復へ向けて」という項にて、明治安田生命の組織改革への取り組みが
読み取れる。すなわち、第 58 回定時総代会における社外取締役 2 名を選任、7 月 5 日付
にて取締役会の諮問機関として「コンプライアンス委員会」を設置、経営チェック機能強
化策として、消費者問題に詳しい社外委員 3 名＋社内委員（営業企画部、お客さまサービ
ス部、企画部各担当役員）3 名による、社長直結の諮問機関「お客さまの声推進諮問会議」
の開催開始である。 
また、全社的な法令等遵守の推進と関連部の情報連携・統括昨日を強化・充実する組織
として「コンプライアンス統括部」を平成 17 年 4 月 1 日付で新設、また、保険金部支払
サービス開発グループ新設、保険金部担当役員の諮問会議として「保険金等支払審査会」
を設置などの対応を行った。 
一連の対応は、主に組織的な手当て、つまり仕組みの整備が中心であり、保険金不払と
いう「事件」に対応するための改革として一定の評価は与えられそうである。しかし業務
                                                
7 ディスクロージャー誌『明治安田生命の現況』の 2004 年版と 2005 年版との比較。 
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停止直後の、このディスクロージャー資料からは、「危機感」というものが表面的にしか伝
わってこないという印象が否めない。各方面から批判もあったものの金子亮太郎社長は留
任、関係の役員のみ処分という甘い内容であり、不徹底といわざるを得ないものであった。 
新たな仕組みの「追加」にのみとどまり、全社の統合的なリスク管理が転換し、信頼回
復への実効性のある体制が構築されたかといえば疑問の残る結果に終わった。 
なお、ディスクロージャー資料中、リスク管理に関する記述ページ数は 2004、2005 年
とも 21 ページで変化はなかった。 
 
第二項 （2005→2006年）の変化8 
「お客さまの声」を取り入れる努力をアピール 
 
(１) 目次項目 
「信頼される企業を目指して」の項立てが、4 項目から 9 項目へ大幅に増やされたこと
が目に付く。「委員会設置会社への移行」「内部統制システムの整備」等、重要項目が新た
に加えられていることが分かる。 
前回のディスクロージャー作成後、平成 17 年 10 月 28 日付で再度法令違反と経営管理
態勢上の問題を指摘され、同年度に 2 回にわたり金融庁から業務停止命令を受けることと
なった結果、松尾憲治新社長名で「ごあいさつ」が掲載されている。 
この中では、改めてのお詫び表明と経営陣の刷新、中期経営計画と企業風土の改革をめ
ざす社内プロジェクトを中核とした「明治安田生命再生プログラム」の発表を行っている。 
 
(２) 全体的な印象 
全体的な印象としては、「お客さまの声」を取り入れる努力をアピールしている部分が非
常に目立っている。 
従来なかった内容として、社員総代会の質疑掲載、お客さま懇談会での主な意見と対応
状況の説明掲載などが挙げられる。また、総代選出における「立候補制」の採用を発表、
委員会設置会社への移行を決定、経営会議の諮問機関として「内部統制委員会」を設置す
るなど、さらに「開かれた会社」を目指す姿勢が組織面の改革にも現れていると考えられ
る。 
                                                
8 ディスクロージャー誌『明治安田生命の現況』の 2005 年版と 2006 年版との比較。 
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ガバナンスの強化も加速している。2005 年 12 月に経営陣を刷新、ボードメンバーは総
入れ替えとなり、委員会設置会社へ移行することで、取締役会の過半は社外取締役になっ
た。一連の組織改革により、顧客の立場に立った企業への変革が鮮明に打ち出された。 
なお、ディスクロージャー資料中、リスク管理に関する関連ページ数は 2005 から 2006
年で 21 ページから＋9 ページの大幅増となった。 
 
第三項 （2006→2007年）9の変化 
信頼回復への取り組みをさらに強化 
 
(１) 目次項目 
「信頼される企業を目指して」の項立てが、9 項目から 10 項目増加した。増えた項は「「お
客さまの声」を経営に活かす取組み」である。 
 
(２) 全体的な印象 
信頼回復のための記述内容はさらに充実している。 
委員会設置会社移行後の各委員会の役割と主な活動状況を説明したり、社員総代会、お
客さま懇談会での質疑掲載を充実したりしている。ここで注目すべき点は、情報提供の「分
かりやすさ」が焦点となりつつあることである。具体的には、文字の大きさを 9 ポイント
から 12 ポイントへ拡大、関連ページ数は 2006→2007 年で 30 ページから 31 ページへ増
加しており、全体的に「読んでもらう冊子を作ろうとしている」努力が感じられる。 
 
                                                
9 ディスクロージャー誌『明治安田生命の現況』の 2006 年版と 2007 年版との比較。 
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第三節 信頼回復への改革 
次に信頼回復への改革として、主にガバナンス強化のための組織改革と、大手生保会社
の主要販売チャネルである営業職員チャネル改革の 2 点について説明する。 
 
第一項 明治安田生命に見るガバナンス強化のための組織改革 
明治安田生命保険がいわゆる「保険金不払問題」により 2005 年 2 月・10 月に業務停止・
改善命令を受け、これを発端に保険に関する不信が広がったが、不払問題の原因として「ガ
バナンスの欠如」や「会社の透明性の不足」が指摘された。 
これを受けて、明治安田生命は 2006 年 7 月より「委員会設置会社」へ移行した。 
また、社員総代会の透明性を高めるため「社員総代立候補制度」の採用を発表した。 
 
(１) 委員会設置会社への移行 
「委員会設置会社」とは、指名委員会、監査委員会、報酬委員会の 3 委員会（のすべて）
を設置する株式会社のことである10。 
従来の日本の会社では、取締役会および監査役（会）が代表取締役の業務執行を監督し
てきた。しかし、その取締役および監査役の大半は社内から昇進してきた者であり、実質
的な監督機能、つまりコーポレートガバナンスを取締役や監査役が担うことは困難であっ
た。そこで、監督機能を強化するための制度として委員会設置会社が設けられたのである。 
委員会は、取締役会決議によって選定された 3 人以上の取締役（そのうち過半数は社外
取締役でなければならない）によって組織されるが11、明治安田生命においても取締役の
過半数（11 名中 6 名）が社外取締役である。 
ねらいは、取締役会の中に社外取締役が過半数を占める委員会を設置し、取締役会が経
営を監督する一方、業務執行については執行役にゆだね、経営の合理化と適正化を目指し
たものであり、日本で営業する生保会社では明治安田生命が最初に導入した。なお、現在
はかんぽ生命、アクサ生命保険、アイエヌジー生命保険が委員会設置会社である12。なお、
各委員会の役割と主な活動状況は図 4の通りである。 
 
                                                
10 会社法第 2 条 12 号。 
11 会社法第 400 条 1～3 項。 
12 日本監査役協会「委員会設置会社リスト」〈http://www.kansa.or.jp/〉 
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図 4 各委員会の役割と主な活動状況 
 
（出所）明治安田生命ディスクロージャー誌「明治安田生命の現況 2007」 
 
(２) 社員総代立候補制 
社員は、社員総会において各々1 個の議決権を有し、保険業法や定款に定めた事項を決
議することができるが、保険会社の場合、社員の数が極めて多数となり、社員総会の招集
が事実上困難であることを考慮し、保険業法では、相互会社は「定款で定めるところによ
り、社員総会に代わるべき機関として、社員のうちから選出された総代により構成される
機関を設けることができる」こととされている。これが「総代会」であり、「総代」の定数、
任期、選出方法は定款で定めなければならないこととなっている。 
明治安田生命は、社員総代会の透明性を高めるため「社員総代立候補制度」を採用した。
関係の定款部分の抜粋は表 2 の通りである。 
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表 2 明治安田生命定款（抜粋） 
 
明治安田生命定款 
第 4 章 総代会 
～中略～ 
第 15 条 
１． 総代は社員の選挙により選出する 
２． 前項の規定にかかわらず、総代の選出は、総代候補者選考委員会（以下「選考委員会」
という。）が選定し公告を行った次の各号に掲げるここの候補者について、総代として
選出することに不同意の社員がその旨の投票を行う方法（以下「社員投票の方法」とい
う。）によることができる。 
(１) 選考委員会が、その推薦により選定した候補者 
(２) 選考委員会が、自薦者から選定した候補者（なお、自薦者が選出数を超える場合の選
定方法は抽選によるものとする。） 
 
（出所）明治安田生命定款、下線は筆者。 
 
具体的には下線部の通りの記述であり、立候補により社員総代になる道が開かれたこと
が分かる。明治安田生命においては 222 名の総代を選ぶこととなっているが、うち 22 名
を「立候補制」で選出することとし、平成 19 年 1 月に総代就任を迎えることとなった。
これにより、様々な視点から経営をチェックできる態勢が取られ、経営の透明性が高まっ
たものと考えられる。 
 
第二項 営業職員チャネル改革 
大手生保会社の主要販売チャネルである営業職員チャネルにおいては、比較的新規契約
が重視される傾向が強かったが、その原因を新規契約獲得に偏った成績評価ならびに給与
増額に求めることも多い。 
営業職員の給与の仕組みを概観すると、月例給与の内訳は、「基本給」と呼ばれる固定部
分と「成績給」と呼ばれる、いわゆる歩合部分に分かれる。基本給は 4～5 段階程度に区
分され、8 万円程度から二十数万円程度のことが多い。一方、成績給は、かつては 7 割～8
割に達しており、最近はその割合が低下しているものの、依然多くの割合を占めていると
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いわれる13。 
また、生命保険協会によれば「成績給は毎月の販売成績に応じて支給され、能率旧体系
の典型的な給与費目である。成績給は「募集手当」「販売手当」などと呼ばれる単純比例給
と、「成績手当」「奨励手当」などと呼ばれる奨励給とに大別される。うち、奨励給は販売
成績が高くなるにつれ、累進的な支給率となっているため、より高い成績の者が多く支給
される」という仕組みになっている [生命保険協会, 2009, ページ: 133]。 
以前より、新規契約後 1～2 年以内に解約されてしまった場合等は、契約から解約まで
に営業職員が得た成績給の多くを返還させるという仕組みにより、契約継続へのインセン
ティブを高めるという方法が取られていたが、新規契約を獲得し続けたときの成績給の伸
びが解約時のペナルティーにより課される成績給の減少を上回る場合が多かったため、結
果的に十分な説明による解約防止がなされていなかったという指摘がある。また、新規契
約に際して、契約を急ぐあまりに必要な情報提供を怠ってしまうケースがあったようであ
り、それが生命保険に対する不信を生んだという反省も生まれてきた。 
そこで、営業職員の給与体系を「継続・保全」重視に変更し、契約者の信頼を回復しよ
うという動きが強まっている。 
例えば、明治安田生命保険においては、顧客に年 2 回～4 回接触し、保険金の申請・住
所変更などの手続きを確実に行うことで、顧客の満足度を引き上げる取組みを始めた。こ
のような保険契約の継続率を高める活動を行うとポイントが付与され、継続活動給が与え
られたり、資格の判定に使われたりする仕組みである。 
また、顧客のニーズに応じて死亡保険や医療保険、年金などの設計をするコンサルティ
ング力の向上を目指す動きもある。例えば、定年に差し掛かった団塊の世代には医療保険
を勧め、結婚し始めた団塊ジュニア層には死亡保険を売るなど、人口が減っても需要が増
える層に適切にターゲットを絞り販売したり、そこから家族の保障の見直しにつなげたり
という、より顧客に寄り添った形の販売手法である14。 
以上を見ると、生保会社の営業職員チャネル改革の方向性は「狩猟型」から「耕作型」
への転換ということができよう。消費者の知識不足に乗じて契約を掠め取るような営業手
法ではなく、顧客の立場に立った営業が求められ、営業職員の給与体系やインセンティブ
の与え方の見直しが、顧客信頼回復の一つの手段として用いられていることが分かる。 
                                                
13 日経BP『日経ビジネス』2009 年 3 月 23 日号，p．52． 
14 日経BP『日経ビジネス』2009 年 3 月 23 日号，pp．53-54． 
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第四節 本章のまとめ 
第三章「生保業界の信頼回復への対応」では、どのような方法で生保業界が信頼を回復
しようとしているのかを見てきた。 
いわゆる「保険金不払問題」の発覚の契機となった明治安田生命の事例と一連の対応に
ついて、事件の背景、発端、発覚の経緯と、事件がディスクロージャー資料に外見的にど
のような影響を与えているかを確認した。 
また、信頼回復への改革として「ガバナンスの強化のための組織改革」および「営業職
員チャネル改革」について具体的に述べた。 
本論文で挙げたのは特定個社の例ではあったが、実際には生保業界全体でこのような改
革を推進しており、ようやく信頼回復への道筋がついてきたようにも思われる。しかしな
がら、一歩間違えば再び生保業界は信頼を失うリスクを未だにさらされており、改革の継
続を強く推進することが望まれる。 
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第四章 機会損失回避のための対応 
第四章「機会損失回避のための対応」では、顧客嗜好の多様化や顧客接触機会の減少に
より機会損失を招きやすい現在の環境下にあって、生保業界がどのような手段でそれを乗
り切ろうとしているのかを確認する。具体的には、多様化する商品の開発動向と販売チャ
ネルの拡大について述べる。 
 
第一節 顧客嗜好の多様化への対応 
顧客嗜好の多様化による機会損失のリスクに対して、生保会社は「顧客の多様化する要
望に対応した商品開発」という取組を行っている。 
そのため近年、いわゆる伝統的な生命保険商品のカテゴリーには分類しにくい新たな商
品が数多く開発された。以下、特徴的な商品を紹介する。 
 
第一項 変額個人年金保険 
株式や債券を中心に資産を運用し、その運用の実績によって年金や解約返戻金などが増
減する個人年金保険であり、投資リスクは個人が負うことになる。平成 11 年に開発され
た。生命保険協会によれば「変額個人年金保険は米国において、90 年代前半から個人年金
保険中の占率が急速に高まり、99 年には個人年金市場における収入保険料の半数以上を占
めるほど急成長を遂げた」[生命保険協会, 2009, ページ: 78]とのことである。 
我が国においても、低金利状態が続くなかで、多少の投資リスクを負ってでも資産を増
やしたいというニーズが高まり、一時払保険料払込による変額個人年金保険の販売が伸長
した。我が国における特徴として、年金原資や年金受取総額に最低保証のあるタイプや、
解約返戻金について、多くは最低保証がないが、最低保証のあるタイプなど、リスクの範
囲をある程度限定した商品が好まれるという点がある。複数の特別勘定から運用方法を選
択できる商品など多様化が進んだが、金融危機の影響によるリスク性金融商品の敬遠、な
らびに最低保証における生保会社の負担増などの要因で、近年は販売が伸び悩み、一部の
生保会社においては販売を停止するに至った。 
 
第二項 無選択型医療保険 
通常の医療保険などを契約する際には、健康状態に関する告知または医師による診査が
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必要である。しかし、平均寿命が延びることにより、最近では健康状態に不安を抱える消
費者も増え、そのような場合であっても加入できる生命保険のニーズが顕在化してきた。
そこで登場したのが健康状態に不安があっても契約しやすい「無選択型医療保険」や「限
定告知型医療保険」（後述）である。 
「無選択型医療保険」においては、通常要する健康状態に関する告知または医師による
診査が一切必要ない。ただし、通常の医療保険にはない特徴があるため、十分理解のうえ
利用することが求められる。まず、一定期間内（「契約後 90 日間」など）に疾病により入
院・手術した場合は、給付金支払いの対象にならず、契約前から発病していた病気などで
入院・手術をした場合も支払いの対象とならない場合がある。また、一般的な医療保険と
比べ 1 入院の給付限度日数が短いなどの制約もある。さらに、保険料は通常の医療保険よ
り高めに設定されている。 
 
第三項 限定告知型医療保険 
「限定告知型医療保険」は、「限定告知型」「引受基準緩和型」「選択緩和型」などと呼ば
れており、従来の告知・診査を必要とする医療保険に加入できなかった人も、所定の告知
項目に該当しなければ加入できる医療保険（特約）である。また、契約前にかかっている
病気の悪化や、過去に治療暦のある病気の再発・悪化も、入院・手術給付金の支払対象と
なる（契約前に医師から勧められている入院・手術に関しては支払の対象外）。 
ただし、契約後 1 年間は給付金額が半額になるなど保障内容に制限があったり、保険料
が通常の医療保険より高めであったりするため、「無選択型医療保険」と同様、利用には一
定の注意が必要である。 
 
第四項 様々な医療保障商品 
特に医療保障関連の商品・特約においては、消費者のニーズに対応するために、給付内
容などについて次のような多様化が進んでいる。 
・ 入院時の支払日数の限度が延びたり、なくなったりするタイプ 
・ 入院当初や長期入院時の入院給付金額が手厚いタイプ 
・ 特定の手術や治療・管理を受けた場合、給付金が受け取れるタイプ 
・ 保険事故がなかった場合、給付金が受け取れるタイプ 
・ 通常の医療保険よりも保障の範囲を限定したタイプ 
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・ 特定の病気の再発などにより給付金が受け取れるタイプ 
・ 保険料の払込免除など、負担する保険料について特徴を持たせたタイプ 
・ 入院中の保険診療の自己負担や差額ベッド代に備えるタイプ 
・ 医師による診査も健康状態に関する告知も不要のタイプ 
 
上記のように、その種類はさまざまである。生命保険文化センターの資料によれば、特
約を除く医療保険だけを取り上げても 95 種類あり、医療関係特約を含めれば、さらに数
倍の種類がある [生命保険文化センター, 2010]。 
 
第五項 保険商品のシンプル化 
これまで見てきたように、消費者嗜好の多様化に歩調を合わせる形で、多種多様な生命
保険商品が開発されてきた。しかし、保険金不払問題の遠因として、あまりにも増えすぎ
た生命保険商品の内容を生保会社自身が正確にかつ十分説明できていなかったことが取り
上げられると、特約を整理して一本化したり、シンプルな保障を組み合わせたりする新た
な流れも生まれてきた。 
例えば、日本生命保険においては、平成 20 年 10 月より「総合医療特約」を発売したが、
ねらいは従来あった 6 つの医療特約機能を 1 つにまとめてシンプルにすることで、消費者
にとって分かりやすくすることにあった。このように複数の特約の内容を組み合わせて 1
つの特約としたものが増加している。 
また、ライフネット生命においては、「人生に、大切なことを、わかりやすく」というメッ
セージを発信し、特約を廃し単品のみの商品構成とすることで、シンプルさを追求してい
る。 
このような流れは、顧客嗜好の多様化に逆行しているように見えるが、多様化した価値
観の中の「シンプルな保険が欲しい」というニーズに着目したものと考えられ、やはり「顧
客嗜好の多様化への対応」という文脈で捉えるのが適切であろう。 
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第二節 顧客接触機会減少への対応 
顧客接触機会減少による機会損失のリスクに対して、生保会社は「販売チャネルの多様
化による、顧客接点の強化」という取組を行っている。 
生命保険商品の販売チャネルは、表 3のように整理できる。うち、営業職員チャネルに
ついては旧来より存在するため、残りの金融機関チャネル、通信販売チャネル、来店型販
売チャネルの動向について以下に述べる。 
表 3 生命保険商品の販売チャネル 
チャネル 特徴 
営業職員  
強い販売力を持つ、1 社専属制のため保険会社の影響が大きい、複
雑な商品の対応が可能、ターンオーバーが激しい、小口の単純商品に
は不向きである  
金融機関  
厚い顧客基盤を持つ、支店網が発達しており利便性が高い、貯蓄･
投資商品に明るい 、保険会社の影響力は弱い、商品性やコミッショ
ンの優劣で販売に影響あり、複雑な商品には対応できない  
通信販売  
時間的・空間的制約が少なく利便性が高い、小口の単純商品に向
いている、 大量広告による認知向上が必要である 
来店型販売  
買い物の途中で寄ることもでき、利便性が高い、専門的なコンサ
ルタントが可能である、 効率性向上のためには認知度の引き上げが
必要、立地コストが高くつく 
（出所）筆者作成 
 
第一項 金融機関チャネル 
ここでは、金融機関のなかでも代表的な存在である銀行による販売、すなわち銀行窓販
について述べる。 
銀行窓販とは、銀行等の預金受入金融機関が保険募集代理店となり、保険募集を銀行の
業務として行うことである。銀行の窓口で保険が販売されるようになったため、保険販売
に従事する人員数は大幅に増加することとなった。生命保険協会「生命保険の動向（2010
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年版）」によれば、代理店使用人数は、銀行窓販解禁により激増した 14 年度以降引き続き
増加傾向にあり、今年度も 97 万 797 名（前年度比 102.3％）と増加している。 
銀行等が販売できる生命保険商品の範囲は図 5 の通り順次拡大され、平成 19 年 12 月か
らは、全ての種類の保険商品を取り扱えるようになった。取扱範囲の拡大を大きく捉える
なら、貯蓄性商品から保障性商品への流れがあったとまとめられるだろう。 
平成 9 年の保険審議会報告、平成 12 年の保険業法改正によって背中を押された部分は
あったが、当初は取扱商品の範囲も狭く、さほど販売も期待できなかった。しかし、近年
になり銀行窓販は特に年金系商品や一時払の終身保険において販売実績が伸長しており、
生保会社、銀行とも取り扱いの姿勢は積極的に転じている。 
このような取り組み姿勢の変化は、生保会社、銀行双方の利益が一致したからとも考え
られる。生保会社から見た場合、銀行の支店網は自身が新たな投資をせずに手に入る営業
拠点として魅力的に映る。一方、銀行側は、資金需要の伸び悩みにより貸し出しによる収
益拡大を見込めないなか、生命保険商品の販売による代理店手数料が新たな収入源となる。
このような Win-Win の関係が構築されたことにより、今後銀行が生命保険商品の有力な
チャネルへと大きく成長することは十分想定される。 
 
 図 5 金融機関が販売できる生命保険商品の拡大 
（出所）生命保険文化センター『生命保険・相談マニュアル』，（2010）P．57． 
 
第二項 通信販売チャネル 
ここでは、将来的な発展性の観点からインターネットによる保険の販売について取り上
げる。 
ネットユーザー急増と価格競争の激化を背景に、インターネットビジネスの規模拡大が
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見込まれているが、金融分野においても、同業務に参入する会社が相次いでいる。生命保
険分野においても、インターネットを通じて生命保険商品を販売する専門会社を設立する
ケースが現れている。2008 年 4 月の SBI アクサ生命（現ネクスティア生命）、5 月のライ
フネット生命である。 
両者とも商品構成は比較的単純な定期保険、医療保険等に限定されており、それらを顧
客が組み合わせて保障を確保する考え方を採用している。保険料が従来の生保会社と比較
すると割安であるが、運営コストを抑えることができるというネットならではの強みを付
加保険料部分に反映された結果と考えられている。インターネットであれば、従来アクセ
スできなかった顧客層にもリーチできる可能性があり、今後の同業他社への販売戦略に大
きな影響を及ぼす可能性がある。 
 
第三項 大手生保による来店型店舗販売への取り組み 
一部の大手生保会社においては、営業職員チャネルでは捉えきれない顧客層へのアクセ
スに向けた取り組みを開始している。 
日頃営業職員との面談が困難な顧客、営業職員を介した保険相談や情報提供を希望しな
い顧客を対象に、保険相談や商品を販売する来店型店舗を新設する動きがある。また、専
用サイト等に資料請求した保険ニーズの高い顧客を対象に、電話での連絡を実施し、来店
案内やコンサルティングを通じ、自社および他社の保険商品を販売する乗合型店舗も試験
的に運用されている。 
 
第四項 複数社乗合で全国展開する来店型店舗 
最大の店舗数を持つ（株）ライフプラザホールディングスは「ほけんの窓口」「みんなの
保険プラザ」「ほけんの専門店」のブランド名で展開、156 店舗を保有している（2010 年
5 月現在）また、大型ショッピングセンター等のフロアの一角に積極的に出店、来店客数
の増加を狙う自社店舗でカバーしきれない地域の顧客を提携生保に紹介して、手数料の一
部を得るというビジネスを展開するケースも注目に値する。 
 
以上のように、生保会社は従来の営業職員チャネルに加え、様々なチャネルへの展開を
加速化させることにより、顧客接点の拡大による販売機会損失のリスクを回避しようとし
ていることが分かる。 
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第三節 本章のまとめ 
第四章「機会損失回避のための対応」では、顧客嗜好の多様化や顧客接触機会の減少に
より機会損失を招きやすい現在の環境下にあって、生保業界がどのような手段でそれを乗
り切ろうとしているのかを確認した。 
顧客嗜好の多様化による機会損失のリスクに対して、生保会社は「顧客の多様化する要
望に対応した商品開発」という取組を行っている。 
特徴的な商品として「変額個人年金保険」「無選択型医療保険」「限定告知型医療保険」
等を挙げ、様々な商品が生まれてきたことを述べる一方、保険商品のシンプル化を求める
動きもあり、これもまた「顧客嗜好の多様化への対応」と捉えることが適切であろうと述
べた。 
一方、顧客接触機会減少による機会損失のリスクに対して、生保会社は「販売チャネル
の多様化による、顧客接点の強化」という取組を行っている。 
特に銀行窓口販売を中心とした「金融機関チャネル」、「通信販売チャネル」、「来店型販
売チャネル」など、「営業職員チャネル」以外の販売チャネルが急速に拡大しつつあり、機
会損失のリスクを最小化しようとしている姿が確認できた。 
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第五章 生保会社の形態転換/再編 
第五章「生保会社の形態転換/再編」では、生保会社が時代の荒波を乗り越えるため、自
らのありかたや形を変えてまで経営基盤の強化を図る姿を取り上げる。一昔前までの「護
送船団方式」行政のもとでは考えられなかったほど、そこには企業のダイナミックな戦略
的行動を見て取れる。ここでは、その戦略的行動の背景と理由を整理したうえで、いくつ
かの具体例で生保会社の形態転換/再編の動向を確認する。 
 
第一節 形態転換/再編加速の背景と理由 
先日、大学生を相手に生保会社の形態変換/再編について話す機会があった。しかし、企
業に勤務したことのない彼らに企業行動の原理や動機を理解させることは、かなり難易度
の高い作業となる。そこで、今の彼らが最も関心を持っている就職活動になぞらえて導入
とすることにした。 
大学生を取り巻く就職環境は、現在非常に厳しい。彼らに問いかけると、特に 3 年生を
中心に「いや、大変です」という答えが返ってくる。そこで、図 6 を示し、だからこの外
部環境の変化に対応するために、「もっと企業から価値のある人材として評価される自分」
になろうと努力しているのではないか、そのために自分のあり方を変えようという努力を
するようになっているのではないかと語りかける。具体的には「明日から早起きしよう」
「もっと勉強しなくちゃ」「就職用のスーツを買わないと」「髪の色、黒に戻そうかな？」
という決意や思考、行動の変化が自分の表面に浮かび上がってくる、そうではないか、と。 
ここで、次に図 7 を示し、「実は生保会社も自らを変えようとしている。そして、その
生保会社の行動様式は、君たちが就職に備えて自分のあり方を変えるのと、本質的には全
く変わらないのだ」と述べる。すなわち、生保会社を取り巻く外部環境は、死亡マーケッ
トの縮小と医療ニーズの拡大、保険金不払問題、逆ザヤ問題、国内市場の縮小等、厳しさ
を増している。そこで生保会社は戦略の変更を行う。「もっと環境変化に対応した強い会社
になろう」と考え、行動を開始する。そして、一つの選択肢として、会社のあり方を変え
るという方法がある。例えば「自由に使えるお金を手に入れやすくするために変身しよう」
「M&A などの企業再編に対応しやすいような企業形態になろう」「他の会社と仲間になっ
て、あるいは一体となって強くなろう」等である。このように伝えることで、その後のケー
スへの理解が深まるのである。 
 31
第五章 生保会社の形態転換/再編 
 
 
図 6 環境変化への対応（学生の場合） 
 
 
 図 7 環境変化への対応（生保会社の場合） 
 
（出所）図 6、図 7 とも筆者作成 
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第二節 第一生命保険：相互会社から株式会社への転換 
第一生命が 2010 年 4 月に「相互会社」から「株式会社」へ転換を果たした。第一生命
は、株式会社へ転換した理由を、以下のように説明している。 
 
昨今の生保業界を取り巻く環境は、少子高齢化や社会保障制度の見直しなど構造的な変
化に加え、業界の垣根を越えた競争・自由化が進展しており、ますます厳しくなってきて
います。このような環境下において、「品質保証新宣言」でお約束した「品質」を長期的に
お客さまにご提供し続けるためには、持続的な成長が不可欠と考えております。当社は、
これを実現するために、平成 22 年 4 月、より柔軟な経営戦略を取り得る株式会社に組織
形態を変更し、市場の規律に基づいた一層透明性の高い経営を目指すべく、東京証券取引
所第一部に上場いたしました15。 
 
第一生命が自ら述べているように、株式会社化することにより、柔軟な経営戦略を取り
やすくなるメリットがあると考えられている。今回の株式会社転換によって、株主数は約
137 万人と、日本で最も株主数が多い会社が誕生することとなった。また、日本の大手生
保会社が伝統的に採用してきた「相互会社」という企業形態をもつ会社数は、日本で営業
する生保会社 47 社中 5 社となった。 
 
第一項 株式会社と相互会社の比較 
株式会社と相互会社との比較は、表 4の通りである。しかし、株式会社と相互会社とで
決定的な相違はどこにあるかと問われれば、「株式」があるかないかという点がその答えで
あろう。一見当然のことに思われるが、この相違に着目しなければ、生保業界 2 位の第一
生命が、莫大なコストを掛けてまで株式会社に転換した本当の理由は見えてこない。 
                                                
15 第一生命株式会社HP トップメッセージ
〈http://www.dai-ichi-life.co.jp/company/info/message.html〉 
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表 4 株式会社と相互会社の比較 
 株式会社 相互会社 
性質 
営利を目的とする団体 
（会社法に基づき設立される） 
営利も公益も目的としない中間法人 
（保険業法に基づき設立され、会社法
上の会社には属さない） 
資本の出し手 株主 基金拠出者 
構成員 
株主 
（必ずしも保険契約者でない） 
社員＝保険契約者 
意思決定機関 株主総会 社員総会（総代会） 
保険関係 
営利保険 
（保険契約により保険契約が発生す
る） 
相互保険 
（社員関係と保険関係が発生する。な
お、非社員関係の契約も認められてい
る） 
損益の帰属 
株主（ただし、契約者配当が法に規定
されている） 
社員＝保険契約者 
（出所）金融審議会 第二部会 第 3 回 参考資料（2001 年 4 月 24 日）を筆者が一部修正 
 
第二項 株式会社と相互会社のメリット・デメリット 
株式会社転換の理由に迫る前に、まず一般的な株式会社と相互会社のメリット・デメリッ
トをまとめると、下表の通りである。いくつかのメリットが挙げられているが、生保会社
の外部環境を考えたとき、最も大きいメリットは「株式を使った柔軟な企業再編（買収・
事業再編等）が可能である」という点である。 
株式は、その機能に注目すると「利潤証券」「支配証券」「物的証券」の 3 つの側面を有
していると考えることができる16。 
 
                                                
16 野村証券HP証券用語解説集〈http://www.nomura.co.jp/terms/japan/ka/kabu_kinou.html〉 
 34
第五章 生保会社の形態転換/再編 
「利潤証券」 
企業の所有権者は、出資者である株主である。企業の利潤は、株主に帰属する。（＝
利益配当請求権）これが「利潤証券」としての株式の側面である。 
 
「支配証券」 
株主総会が企業の最高意志決定機関であり、経営決定権限は保有株式数に依存する。
（＝経営参加権）これが「支配証券」としての側面である。 
 
「物的証券」 
企業が解散をした場合には、株主は株式数に応じて、解散処理後残存する企業の純
資産を獲得することができる。（＝残余財産分配請求権）これが「物的証券」としての
側面である。 
 
そして、上記 3 つの機能のなか、株式を使った柔軟な企業再編（買収・事業再編等）を
可能たらしめているのは「支配証券」としての機能である。一般的に、発行株式の過半数
を持つものが企業を所有するといわれるのは、多数決の原理により決定される経営意思を
覆すことが何人もできなくなるからである。つまり、例えば魅力的な他の企業を自社の支
配下に置きたいと望むならば、その企業の株式を何らかの手段を持って一定数以上確保す
ればよいということになる。 
ここまでの説明で、「株式」の持つ機能をうまく使えば企業再編がしやすいことが明らか
になった。しかし、その企業自身が相互会社から株式会社になる利点の説明としては不十
分である。なぜなら、相互会社が魅力的な他社を傘下に置きたいのであれば、経営権を取
得できる株式数の価値に見合う対価（例えば現金）を支払えば足るからである。株式会社
への転換によるメリットをよりクリアに理解するためには、さらに「株式市場」の機能と
「株式市場」に参加する意味を知らなければならない。 
 
第三項 株式市場の機能を利用した企業再編 
株式市場は、株式会社の株式の価格を表示し、株式の売買や新規発行をつかさどる場で
ある。様々な経済的行動がなされるなかで、株式市場の存在により、株式市場は、企業価
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値の表示・投資家の流動性の保証・企業の資金調達の 3 つの重要な機能を有している17。
うち、株式を使った柔軟な企業再編（買収・事業再編等）に最も関わりが深いと考えられ
るのは「企業価値の表示」機能である。 
現在、企業再編の一手法として「株式交換」が認められている。詳細は次節にて説明す
るが、これにより株式会社は自社株式を対価に機動的に企業買収を行ったり、持株会社形
式による経営統合を行ったりすることが可能となった。買収企業と被買収企業が互いに株
式会社であれば、株式を買い取る資金を持たずにこのような再編手法を採ることが可能な
のである。このとき、買収企業と被買収企業の株式交換比率を決定する必要が生ずるが、
そのとき、株価をまずベースにして、財務状況、規模、将来性などなどを基に証券会社な
どの第三者の評価を交えて交換比率を決定するのが一般的である。つまり、株式市場の持
つ「企業価値の表示」機能を利用して、企業再編を円滑化していると考えられるのである。 
株式会社化のメリットはいくつか挙げられるが、事業再編、買収を積極的に行っていく
戦略に自社株式が有効に活用できるメリットが最大のものであり、第一生命のねらいもそ
こにあるものと考えられる。 
 
                                                
17 野村証券HP証券用語解説集〈http://www.nomura.co.jp/terms/japan/ka/kabu_sijo.html〉 
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第三節 T&Dホールディングス：株転18＋持株会社形式の統合 
T&Dグループは、株式会社T&Dホールディングスを持株会社とし、傘下に太陽生命株式
会社、大同生命株式会社、T&Dフィナンシャル生命株式会社の 3 社を従えたグループであ
る。2005 年 4 月 1 日に経営統合を果たした。また、経営統合の目的を以下のように述べ
ている19。 
 
・ 3 社のビジネスモデルにおける強み・独自性を最大限発揮し、生命保険事業の強化を
図る 
・ グループ経営資源を結集することで、経営の効率化と戦略的な集中投資を可能とし、
継続定期成長と収益の拡大を目指す 
 
太陽生命と大同生命は 1999 年より業務提携関係にあったが、経営統合により「攻め」
と「守り」双方においてシナジーを発揮するという戦略の加速化を図ったものと考えられ
る。 
 
第一項 経営統合の手順 
最終的には金融持株会社の設立による経営統合を目指したが、3 社中 2 社が相互会社で
あったため、第 1 段階として大同生命、太陽生命両社が株式会社に転換したうえで金融持
株会社を設立、第 2 段階として株式交換による 3 社完全子会社化を経て経営統合を果たす
こととなった。 
具体的には、2003 年に大同生命が「相互会社」から「株式会社」に転換、続いて 2004
年に太陽生命が「相互会社」から「株式会社」に転換した。一方、T&D フィナンシャル
生命の前身である東京生命保険相互会社は 2000 年 9 月末に破綻したが、2001 年 10 月に
太陽生命 50％・大同生命 50％の持株比率で T&D フィナンシャル生命保険株式会社として
業務を再開していた。そして、2005 年 4 月 1 日をもって「T&D ホールディングス」（持
株会社）を設立、3 社が傘下に入る形で経営統合に至った。株式の交換比率は、大同生命
1 株：T&D H100 株、太陽生命 1 株：T&D H55 株、T&D フィナンシャル生命 1 株：T&D 
H15 株であり、T&D ホールディングスの発行株式総数は 241.5 百万株となった。 
                                                
18 「株式会社への転換」の意。 
19 T&Dホールディングスニュースリリース（2003 年 10 月 8 日） 
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この経営統合に際し大きな役割を果たした仕組みが「金融持株会社」と「株式交換」で
ある。 
 
第二項 金融持株会社と株式交換 
金融持株会社とは、銀行、保険、証券などといった金融事業を運営する会社を傘下に置
く持株会社のことである。1997 年の独占禁止法改正により、持株会社の設立が可能となり、
さらに金融持株会社関係 2 法が施行されて、金融持株会社の設立が可能となった。 
また、株式交換とは、ある株式会社が対象会社を 100％子会社にするための企業再編手
法のひとつであり、平成 11 年商法改正により導入された仕組みである。具体的には、子
会社となる会社の株主に対して、その保有している株式を親会社となる会社株式に交換す
る。このとき株式交換により 100％親会社となる会社を完全親会社、100％子会社となる
会社を完全子会社という。完全子会社となる予定の会社の株主は、株式交換契約によって
決められた株式交換比率によって、完全親会社の株式を割り当てられる。概略は図 8 の通
りであるが、これによって、株式会社は、株式を買い取るための資金を持たなくとも、時
価総額の大きい会社であれば自社株式を対価に、機動的に企業買収をおこなえることと
なったのである。 
 
図 8 株式移転による経営統合 
 
（出所）筆者作成 
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第三項 T&Dホールディングスの「攻め」と「守り」 
経営統合による「攻め」のメリットとしては、グループにおいて会社別マーケティング
戦略が明確に取れる体制であることであろう。元々3 社は、その得意とする分野が異なる。
詳細は図 9の通りであるが、市場、チャネル、商品それぞれが重複せず、守備範囲が比較
的はっきりしていることは大いにプラスに働くものと考えられる。 
一方「守り」のメリットとしては、グループ内共通業務の集約等により、人件費、シス
テム関連を中心に費用を圧縮できる点である。コスト効率を高めることによって生み出さ
れたキャッシュを「攻め」に投入することで、より強い経営となることが期待される。 
 
図 9 T&Dホールディングスの会社別マーケティング戦略 
 
（出所）T&D ホールディングス『2009 年 3 月期アニュアルレポート 2009』 
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第四節 明治安田生命保険：相互会社同士の合併 
明治生命と安田生命は、2004 年 1 月 1 日「明治安田生命」として相互会社同士で合併
を果たした。（当初は合併による経営統合を前提とした業務提携を発表） 
両社は株式会社ではないため、株式を活用した企業再編という手法は取れなかった。ま
た、T&D グループのように 2 段階方式の経営統合という選択肢もあるが、双方の保有規
模を考えたとき、相互会社から株式会社に転換するという判断を当時はできなかったので
はないかと推測される。 
経営統合を前提とした合併を発表した際、両社は以下のように対外発表している20。 
 
・ 両社は、各々の特色・強みを持ち寄り、質・量とも拡充する経営資源を効率的に再
配置し、生命保険を中核とした新世紀に相応しい保険ビジネスモデルを構築するこ
とにより、成長力と収益力・財務健全性を高め、お客さまの信頼を獲得していくこ
とを目的として、将来の経営統合に向けた全面提携を実施することといたしました。 
・ わが国の生命保険事業において先進的な役割を果たしてきた両社がパートナーシッ
プを組むことは、生保業界における健全な競争を促進し、新世紀における生命保険
市場の活性化につながるものと確信しています。 
 
第一項 経営統合の手順 
両社とも、相当程度の保有契約を持っていたこと、相互会社同士の合併が初めてであっ
たこと、銀行等の金融機関の統合において、システムのトラブルが頻発していたことから、
合併は相当の時間をかけて慎重に進められることとなった。 
 
・ 2002 年 1 月、経営統合へ向けた全面提携を発表、経営推進委員会の下に実務検討部
会を 10 部会設置、全面提携への具体策を策定開始 
・ 2002 年 3 月、団体年金保険の共同開発、人材交流・合同研修会を開始する 
・ 2002 年 10 月より全支社で人材交流を実施、「共同オフィス」を設置し、システム共
同開発を開始 
・ 同年 10 月 18 日、両社による「合併覚書」調印 
・ 2003 年 5 月 29 日、両社の取締役会決議を経て「合併契約書」に調印、7 月 2 日開
                                                
20 明治生命・安田生命合同ニュースリリース（2002 年 1 月 24 日） 
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催のそれぞれの定時総代会において、承認の決議 
・ 同年 12 月 26 日、金融庁長官より保険業法第 167 条第 1 項に基づく合併の認可を
取得 
・ 2004 年 1 月 1 日、合併 
 
第二項 明治生命×安田生命 合併のねらいと効果 
合併により、保有契約高で 316 兆円強と、業界 2 位の地位（当時）の存在に浮上、うち
団体保険は首位で、その他の経営指標もトップクラスとなる。また、異なる金融グループ
で顧客層が違うことに加え、官公法人に強い安田と企業保険に強い明治というように、得
意分野の違いから相互に補完性もあった。 
また、明治安田生命自身は、定時総会の質疑において以下のように意見表明している21。 
 
事業費を 2 割程度削減したことに加えて、合併により総資産は業界第 3 位、団体保険を
含めた保有契約高は業界第 2 位となり、うち団体保険の保有契約高は第 1 位となりました。
また、合併前の両社の特色・強みを活かした強固な経営基盤が確立されました。 
 
企業同士の合併は、企業と企業とが最も緊密に融合する姿であり、双方の強みが一体的
に発揮されることが期待されると同時に、全く違った企業の組織文化が衝突することによ
る軋轢も懸念される。合併の功罪は、その後業界を襲った「保険金不払問題」という激震
により判然としないが、日本で最も長い伝統を誇った 2 社の経営資源を引き継いだ明治安
田生命が、今後益々力を発揮することが期待される。 
                                                
21 明治安田生命 第 63 回定時総会質疑応答内容 
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第五節 生保会社の形態転換/再編方法の整理 
以上、生保業界における会社の形態転換/再編について確認してきた。この業界勢力図の
変化は、企業再編を促進するため法的枠組みの整備が進められたことも一因といえる。 
わが国では、97 年の持株会社の解禁および簡易合併制度の導入に始まり、99 年の株式
交換・株式移転制度の導入、01 年の会社分割制度の導入、さらには 07 年の三角合併の解
禁と、相次いで企業再編制度の改革が実施された。そして、それに歩調を合わせる形で、
銀行、損害保険会社を中心に、21 世紀に入り一気に合併・統合が進んだ。 
しかしながら、生保業界においては、先にあげた銀行・損保とは違い、それほど再編お
よび寡占化が進行しているようには見えない。むしろ、これからが再編の本番なのかもし
れない。 
この 1 年の生保業界をみると、大手生保のトピックスは、なんといっても第一生命の株
式会社化である。そして株式会社化は、その後に続く生保業界の再編への布石であろうと
いうのが一般的な見立てである。しかし、サプライズといえば、米最大の生保・メットラ
イフによるアリコの買収だろう。アリコの総資産の 7 割を占めるアリコジャパンを傘下に
収めることになった。AIGグループのエジソン生命とスター生命は、米プルデンシャル・
ファイナンスへ売却の方向で最終調整中である22。 
提携、持株会社方式による統合、合併についての整理は表 5の通りである。 
                                                
22 東洋経済新報社『週間東洋経済 生保・損保特集 2010 年版』 
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表 5 生保業界における提携、持株会社による経営統合、合併についての整理 
 提携 
持株会社による 
経営統合 
合併 
時間・資金 それほど要しない 要する 要する 
法的手続き 簡易 必要 必要 
事後の 
コントロール 
及ぼしにくい 
比較的 
及ぼしやすい 
及ぼしやすい 
組織文化の融合 ほとんど不要 ある程度必要 
必要かつクリティカル
な問題になりやすい 
関係の見直し 関係解消が容易 関係解消が困難 関係解消が不可能 
（出所）グロービス・マネジメント・インスティテュート編「MBA 経営戦略」（ダイヤモンド社，1999），
p．144．図表 2-34 を筆者が一部変更 
 
第六節 本章のまとめ 
第五章「生保会社の形態転換/再編」では、生保会社がその姿を変化させて経営基盤の強
化を図る姿を取り上げた。 
まず形態転換/再編の理由について述べ、相互会社から株式会社への転換、株転＋持株会
社形式の統合、相互会社同士の合併のそれぞれの具体例をもとに、その狙いを整理した。 
また、直近の生保業界の再編動向に触れるとともに、それぞれの形態転換／再編方法の
特徴をまとめた。 
 
以上、第三章、第四章、第五章において、生保業界が自身を取り巻くリスクをどう認識
していて、どう対応しているかを整理し、まとめた。 
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第六章 生保会社の戦略分析 
以降、第六章、第七章では、将来、生保会社の戦略がどのように変化していくのか、ま
た新しい事業機会はどこにあるのか、自分なりの考え方をまとめておきたいと思う。 
 
第六章「生保会社の戦略分析」では、フレームワークを用いた分析により、現在の生保
会社各社の採用する戦略がどのように分類され、新たな事業機会を探すきっかけになるか
どうかを確認する。具体的には、バリューチェーン分析、5 つの力分析により生保会社の
内部的要素と外部的要素の分析を行うが、結果的にはフレームワークによる分析では新た
な事業機会を発見することが難しいことを示す。 
 
第一節 バリューチェーンによる生保会社の戦略分析 
競争に勝つ戦略を立てることとは、「強み」を活かし、「弱み」を克服し、「機会」を捉え、
「脅威」を避ける「打ち手」を考えることであると言える。この「SWOT23」に拠って経
営の要素分解を行ったとき、SとWは自社内に存在する要素であるため「内部的要素」、O
とWは外部環境に存在する要素であるため「外部的要素」と呼ばれる。 
以降、生保業界について「内部的要素」と「外部的要素」に分けて分析を行い、これか
らの「打ち手」がどの方向に存在するかを検討してみる。 
 
第一項 内部的要素分析の代表的ツール「バリューチェーン」 
内部的要素分析の代表的なツールとして「バリューチェーン分析」が挙げられる。「バ
リューチェーン分析」とは、事業活動を機能ごとに分解し、どの部分（機能）で付加価値
が生み出されているか、どの部分に強み・弱みがあるかを分析し、事業戦略の有効性や改
善の方向を探るものである。 
概念図は図 10 の通りであるが、まず企業の主活動とそれを支援する支援活動に分け、
それにマージン（利益）を足して全体の付加価値を表す。また、企業の主活動として「モ
ノの流れ」に着目し、原材料、部品などの購買物流、製造、出荷物流、販売・マーケティ
                                                
23 「SWOT」とは、4 つの頭文字に即して経営要素を分解し分析する「SWOT分析」で用いられ
る分類方法である。S=Strengths（強み）、W=Weaknesses（弱み）、O=Opportunities（機会）、
T=Threats（脅威）の略。 
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ング、アフターサービスなどに分けている。そして、全般管理、人事・労務管理、調達の
ほか、研究開発を直接日々の製品の流れに関わらないとして支援活動に入れている。この
ように、事業全体を図式化することで、事業活動の全体を見通すことが可能となるのであ
る。 
 
図 10 バリューチェーン分析
 
（出所）M.E.ポーター『競争優位の戦略』（ダイヤモンド社，1985） 
 
第二項 生保会社のバリューチェーン 
標準的な「バリューチェーン」に生保会社を当てはめたものが図 11 である。当然のこ
とながら、いわゆる「主活動」部分を生保会社特有の活動に置き換えている。 
まず特徴的な点としては、一般的に生保会社においては「調達活動」がほとんど行われ
ることがないことであろう。これは「生保会社」という企業体の定義に関わる部分である
かもしれないが、金融サービス業であるがゆえに資材の調達の概念がなく、自ら生命保険
商品を生み出すためである。 
次に主活動のフローが標準形とは大きく異なる。標準形の主活動フローは、主にメーカー
を想定したものであると考えられ、購買物流、製造、出荷物流、販売・マーケティング、
サービスという流れである。一方、生保会社は生命保険商品を自ら作り出したうえで、販
売活動、保険料徴収、資産運用、保険金・給付金支払、顧客サービスという流れになる。 
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図 11 生保会社のバリューチェーン 
 
（出所）筆者作成 
 
第三項 バリューチェーンと経営の成功要因 
バリューチェーンにおける成功要因に着目し、業界を横断した形で分析を行った場合、
バリューチェーンにおける各要素とKSF24との関係は図 12 の通りに整理できる。 
企業の主活動の川上である調達から川下のサービスまで見渡したとき、KSF がどの要素
に潜んでいるかについては、業界によって大きく異なる。調達、開発、生産の要素に KSF
のある業界は、主に重厚長大の製造業が中心であることが見て取れる。一方、マーケティ
ング、販売、物流、サービスの各要素に KSF のある業界は、比較的サービス業が中心で
あるといえるだろう。そして、生保業界の KSF は「販売」の要素、すなわち訪問頻度や
営業員数、顧客の組織化等に存在すると一般的に考えられている。 
KSF が「販売」の要素にある理由は、日本における生命保険販売の歴史的要素に負うと
ころが大きい。いわゆる「護送船団方式」のもと、自由な料率競争が行われない環境下に
おいて、生保会社の業績向上は商品戦略ではなく販売力の強さに求められた。よって、各
社は販売力強化のために「営業職員」を大量採用し続け、またそれは近年まで続いていた
                                                
24 KSF=key success factorsの略。もっとも重要と考えられる成功要因のこと。 
 46
第六章 生保会社の戦略分析 
のである。 
しかし最近、KSF を「販売」以外の要素に求める動きが生じつつある。この「バリュー
チェーン」のフレームワークを用いて、いくつかの生保会社の戦略をその内部的要素に着
目して分析してみよう。 
 
 図 12 業界別のバリューチェーンによる KSF分析 
 
（出所）グロービス・マネジメント・インスティテュート編「MBA 経営戦略」（ダイヤモンド社，1999），
p．110． 
 
(１) 顧客の信頼回復 
まず図 13 の通り、全ての生保会社が「保険金・給付金支払」「顧客サービス」の要素に、
その経営資源の多くを投じるようになってきているが、これはもちろん保険金不払問題の
反省から生まれた動きである。また、フレームワーク上で確認したとき、川上に位置する
「販売活動」の対極の位置にあるこれらの要素にスポットライトが当たるようになったと
いう事実は、営業職員の大量採用・大量脱落という、契約の適切な維持管理という点から
最も批判されている課題に対するアンチテーゼとも捉えることができよう。 
なお、生保会社の具体的な対応については第三章に述べたとおりである。 
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図 13 生保会社の信頼回復における KSF 
（出所）筆者作成 
 
(２) 製販分離型生保の登場 
生保会社が新たなビジネスモデルを模索するなか、図 14 のように製造＝生命保険商品
の開発・供給と、販売を分離した生保会社、すなわち「製販分離型生保」が新たに登場し
た。 
従来の生保会社は、特に大手社を中心に、自社で生命保険商品の開発を行い 1 社専属の
営業職員チャネルに商品を供給、顧客に販売するというビジネスモデルを採用してきた。
しかし、全国にあまねく営業拠点を整備したり、営業職員の採用・育成したりすることに
は、莫大なコストがかかることも事実である。このような背景のもと、住友生命と三井生
命が共同で「メディケア生命保険株式会社」を設立、2010 年 4 月より営業を開始した。
メディケア生命は、保険ショップ、インターネット保険サイト、通信販売等のチャネルの、
いわゆる「ニューチャネル」と呼ばれる販売網を活用して、専用商品を販売している。以
前より一部の生保会社においてニューチャネル活用も行われていたが、自社が直接的な販
売チャネルを保有することなく、商品供給に特化するスタイルを採用した例は初めてであ
る。 
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このビジネスモデルのねらいは、販売チャネルを外部化してコストを抑えるのと同時に、
従来リーチできなかった顧客に商品を届けることにより収益性を確保することにあると考
えられる。しかし、副次的な効果として、自社で販売チャネルを持たないことによるリス
ク回避にもつながるという分析も可能である。 
生命保険協会「相談リポート№85」によれば、生命保険協会内に設置されている生命保
険相談所が受け付けた平成 21 年度の苦情件数は 7,076 件であり、そのうち発生原因が営
業職員であるものは 2,342 件と、約 3 分の 1 を占めている。無論、営業職員チャネルを主
力販売チャネルとしている大手生保会社の保有契約数を考慮すれば、この占率が高いとい
う単純な評価は正確性に欠ける。しかし、比較的ターンオーバーが激しく数も多い営業職
員に、適切な教育を施し、かつその教育レベルを保つことは極めて難しいことも事実であ
る。このような面に着目したとき、営業職員チャネルを用いなければ、営業職員が発生原
因の苦情を受けるリスクを回避しつつ生命保険商品の販売が可能であるという考え方は、
保険金不払問題発生後に設立された生保会社にとって、一定の合理性があるともいえよう。 
 
 
図 14 製販分離型生保会社の KSF（販売活動の外部化） 
 
（出所）筆者作成 
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(３) 販売代理店化戦略 
一般的に、特に小売業において、商品の品揃えを拡充して顧客ニーズにきめ細かく対応、
販売機会のロスを極小化する戦略が取られることがある。マーケティングの世界において
品揃えは、「ライン（幅）」と「アイテム（深さ）」という切り口で考えられている。 
コンビニエンスストアの食品コーナーを例に挙げると、まずライン（幅）とは、メニュー
の分類・分野などのことを言う。サラダ類、スープ類、ドリンク類、アルコール類、デザー
ト類などで表現できる分類が「ライン」である。一方、アイテム（深さ）とは、上記のラ
イン（メニュー分野）の中にメニューの数がいくつあるかという、メニュー数のことを指
し、例えばサラダメニューで言えば、グリーンサラダ、ツナサラダ、ほうれん草サラダな
どで表現できる分類が「アイテム」である。 
これを生命保険に置き換えてみると、ラインの幅は商品の種類、すなわち定期保険、終
身保険、医療保険等の分類を指し、アイテムの深さは一つの商品のなかでも、その保険期
間の長さ、保険金額の上限、付加できる特約等が分かれていることを指すことになろう。 
このように、生命保険商品にはライン×アイテムで膨大な種類が存在する。顧客のニー
ズも千差万別、個人により異なるのだから、品揃えを拡充することは販売機会のロスを防
ぐという意味で生保会社にとってプラスの効果をもたらすはずである。 
しかし、多くの生保会社は莫大な時間とコストをかけて商品を自社内で開発しており、
小売業が取引業者から商品を仕入れ、その商品原価に開発コストが他の小売業者にも多数
購入されることを前提として広く薄く上乗せされているのとは大きく趣が異なる。また、
生命保険商品は「販売したら終わり」という売り切り型の商品ではなく、契約後も保険料
収納、保険金・給付金支払等で必ず保全をしなければならない商品であるという性質を持っ
ていることも特徴的である。これらの生命保険商品独特の事情に着目したとき、顧客のニー
ズを細大漏らさぬように商品開発を無計画に進めることは、経営資源の効率的な利用の観
点から考えたとき、必ずしも好ましいことばかりではないだろう。 
そこで登場したのが、図 15 のように生保会社が保険商品を他社から仕入れ、代理店と
して販売するビジネスモデルである。 
生保会社が他社から生命保険商品を仕入れるモデルで最も成功した例は、第一生命とア
フラックの組み合わせである。第一生命は 2000 年 9 月よりアフラックのガン保険を自社
の営業職員を通して販売するようになった。結果、平成 21 年度の第一生命によるがん保
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険販売件数の累計は約 206 万件25、同保有件数は約 121 万件に達している26。また、日本
生命は 2010 年 10 月より、ジブラルタ生命の外貨建保険商品を一部の店舗、販売チャネル
で取り扱うことを発表した27。いずれの例も、自社の商品開発に関わる初期コストを抑え
つつ、商品の品揃えを拡充して機会損失を防ぐ収益モデルといえよう。 
もう一つ、注目すべき動きとして挙げられるのが、明治安田生命が 2011 年 10 月より東
京海上日動から損害保険商品の供給を受けることを発表したことである28。平成 8 年に子
会社による生損相互参入が実現して以来、生保会社が損保商品を販売することは珍しくは
ない。しかし、同社の場合、東京海上日動の損保商品を取り扱うことで、元々の子会社で
ある明治安田損害保険、そんぽ 24、および現在損保商品の供給を受けている日本興亜損保
を合わせると 4 社の損保商品を取り扱うこととなる。このことが、同社が積極的に損害保
険商品の販売代理店手数料を拡大しようとする動きを示しているのか、あるいは損保商品
の調達ルートを切り替える前の過渡的な姿なのか、今後の動向を注視したいと思う。 
 
 図 15 販売代理店化戦略における KSF 
 
（出所）筆者作成 
                                                
25 アメリカンファミリー株式会社『アフラックの現状 2010』 
26 第一生命株式会社『2010 第一生命の現状』 
27 日本生命保険相互会社ニュースリリース（2010 年 9 月 3 日付） 
28 明治安田生命保険相互会社ニュースリリース（2010 年 9 月 24 日付） 
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第四項 内部的要素による差別化の限界 
以上、生保会社の内部的要素に着目し、バリューチェーンによる戦略分析を行ってきた。
しかし、このフレームワークで分析が行えるということが、とりもなおさず内部的要素に
よる他社との差別化は難しく、新たな事業機会が見出しにくいことを示している。分類が
可能であること自体が内部要因による差別化が容易ではないことを示しているともいえる
だろう。 
そこで、次は外部的要素に目を向けて、事業機会を探る分析を行う。 
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第二節 「5つの力」による生保会社の戦略分析 
外部的要素分析の代表的なツールとして「5 つの力分析」が挙げられる。「5 つの力」（Five 
Competitive Forces Shaping the Industry）分析とは、業界の魅力度（業界の収益性）を
考察するためのフレームワークを用いた分析手法である。このフレームワークは、あらゆ
るプレーヤーにとっての業界の魅力度を表すと同時に、先発企業の優位が持続しやすいか
否か、あるいは新規参入者にもチャンスがあるかといった知見を与えてくれるため、個別
企業の戦略策定にも大いに役立つ。 
 
第一項 「5つの力」の定義と特徴 
「5 つの力」とは、①業界内の競合企業、②新規参入の脅威、③代替品の脅威、④売り
手の交渉力、⑤買い手の交渉力、である。概念図は図 16 の通りであるが、それぞれの「力」
は次のように説明される。 
 
 
 
図 16 「5つの力（競争要因）」分析のフレームワーク 
（出所）M.E.ポーター『競争の戦略』（ダイヤモンド社，1982） 
 
① 業界内の競合企業 
通常、寡占化が進んでいれば競争は穏やかなものになるが、同程度の規模の企業がひし
めいている場合、あるいは装置型産業で固定費が多いにもかかわらず供給過剰な場合には、
競争は激化する。また、撤退が難しい（撤退障壁が高い）業界では、競争が激化するとな
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かなか緩和しにくい 
 
② 新規参入の脅威 
新規参入は競合企業の増加、あるいは競争ルールの変化を招く。新規参入が容易な業界
では、いったん業界の収益性が上がったとしてもすぐに参入者が増加し、収益性は下がっ
てしまう 
 
③ 代替品の脅威 
代替品とはユーザーのニーズを満たす、既存製品以外の新製品である。ある業界の製品
が、より費用対効果の高い代替品に押されている場合は、収益性は低下傾向をたどる 
 
④ 売り手の交渉力 
売り手（部品や原材料などを仕入れている供給業者）が強い交渉力を持つ場合、収益性
は低くなる 
 
⑤ 買い手の交渉力 
買い手（顧客・ユーザー）の力が極めて強いと、売り手はぎりぎりの値引きを要求され、
収益が上がらない。 
 
第二項 「5つの力」による生保会社の戦略分析 
定義に従い生保業界の分析を行うと図 17 の通りとなる。 
まず業界内の競争企業の状況であるが、生保会社は撤退障壁が高いこと、寡占化がそれ
ほど進んでいない29ことを考え合わせると、ある程度競争の激しい業界であると考えるこ
とができよう。生命保険契約は長期の契約であり、収益性が低下したからといって契約を
破棄して業態転換をすることが通常考えられないため、生命保険業からの撤退は、経営破
綻に因るものを除いてほとんど見られない。また、経営規模の格差は当然あるにせよ、2010
年 12 月現在、日本国内で経営している生保会社は 47 社あり、健全な競争が行われている
                                                
29 公正取引委員会は企業数が 1～7 社の場合を「高度寡占型」、8～30 社でかつ上位数社の累積集
中度が高い場合を「寡占型」と分類しており、この定義に基づき生保業界はある程度競争的な
関係にあると筆者は判断した。 
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という認識が一般的であると思われる。 
次に新規参入についてであるが、生保業界は一種の規制業種であり、新規参入は容易で
はないと考えられる。外国生保会社の支店として設置、あるいは既存生保会社の子会社と
して設立される例を除けば、2008 年にライフネット生命が営業開始を行うまで、戦後、新
規参入を行う企業はなかった。このことからも、新規参入の障壁が比較的高い業界である
ことが理解できるだろう。 
生命保険に対する代替品とは何であろうか。生命保険とは機能的に考えれば、個人が遭
遇しうる偶発的事象により経済的な損失を被る可能性（経済的リスク）に対して、事前に
一定のコストをかけて備える装置であると考えられる。この点から考えると、代替品とし
ては「貯蓄」が挙げられるだろう。十分な貯蓄が家計に存在すれば、経済的な損失を被る
ような事象に遭遇したとしても容易に回復を図ることができる。しかし「貯蓄」は、経済
的リスクへの備えとしてはコストが高いというデメリットがある。また、家計が十分な額
の貯蓄を確保するためにはある程度の期間を要する場合が多く、いつ発生するかわからな
い「偶発的事象」に、目標の貯蓄額に達する前に遭遇してしまう可能性もある。このこと
から、生命保険に対する代替品は、ない訳ではないが脅威として認識できるレベルではな
いと考えられる。 
売り手の交渉力はどうであろうか。生命保険は金融商品であるため原材料や商材の仕入
れがほとんどない。(３)販売代理店化戦略で述べたような例外はあるものの、交渉力を持
つチャンスはほとんどないと考えてよいだろう。 
買い手の交渉力は、残念なことではあるが低いと言わざるを得ないであろう。まず生命
保険商品が割引を禁じられた商品30であって、買い手が値引き交渉を行うことが不可能で
あることが挙げられる。また、商品情報についても、日本においては未だ十分な生命保険
に関する知識を買い手が持つに至っていない。 
以上、「5 つの力」分析によれば、少なくとも業界の収益性についてはある程度確保され
ているという結果となった。しかし、この結果は生保業界に身をおく筆者にとって、必ず
しも実感に合っているとは言えない。また、分析結果を眺めていても、生保業界の新たな
事業機会を発見することは難しいようである。業界を中心に事業機会を考えるのではなく、
もっと広い視点で事業機会を探す必要があるのではないだろうか。
                                                
30 保険業法 300 条にて生保会社による「保険料の割引行為」を禁じている。 
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図 17 生命保険業界における「5つの力」分析 
 
 
（出所）筆者作成 
 
第三節 国内生保会社の海外進出における課題 
ここまで、フレームワークを用いた分析により事業機会を探る試みを行ってきたが、明
確な方向性を得られなかった。一方、新たな事業機会を考えるとき、単純に海外、特に人
口の増加しているアジアに積極進出すべしという論調もある。しかし、海外進出は実際に
はそれほど容易ではない。 
その大きな理由の一つは、世界的に見れば日本の生保会社の規模はそれほど大きくはな
く、海外の買収相手は必然的に中小規模の生命保険会社にならざるを得ないという事情が
ある。例えば第一生命は上場したともいえども時価総額は 1 兆 6,000 億円ほどであり、世
界の保険グループの時価総額ランキングには 20 位以内にも入っていない31。一方、アジア
でも大手の生命保険会社ともなれば時価総額は 1 兆円を超えており、「時間とノウハウを
買う」という意味を持つ買収は極めて難しいといえる。無論、現地企業への出資や合弁会
社等を各社行ってはいるものの、収益に貢献するのは少し先になりそうである。 
                                                
31日経BP『日経ビジネス』2010 年 5 月 24 日号，p．81． 
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となれば、やはり国内市場での競争に何らかの形で勝てるような工夫が必要であり、た
とえ苦しくとも国内で新たな事業機会を探す努力を止めてはならないというのが筆者の考
えである。 
では、国内市場にまだ眠っている事業機会などあるのだろうか。 
筆者は、特に「医療保険」の分野において、今後業界にとって新たな事業機会が生まれ
てくる可能性が高いという考えを持っている。そして、それは業界を取り巻く環境を P1
図 3 のようにまとめたときに得た着想である。 
 
第四節 本章のまとめ 
第六章「生保会社の戦略分析」では、フレームワークを用いた分析により、現在の生保
会社各社の採用する戦略がどのように分類され、新たな事業機会を探すきっかけになるか
どうかを確認した。 
バリューチェーン分析による内部要素を切り口とした分析では、「顧客の信頼回復」「製
版分離型生保」「販売代理店化戦略」の 3 つについてバリューチェーンに着目した分類を
行ったが、分類が可能であること自体が内部要因による差別化が容易ではないことを示し
ていると結論付けた。また、5 つの力分析による外部要素を切り口とした分析では、生保
業界はある程度の収益力が確保されているという分析結果を得たが、筆者の実感とは乖離
したものであった。 
結果、内部要素、外部要素いずれに着目した分析によっても、新たな事業機会を発見す
ることが難しいことが判明した。 
一方、新たな事業機会としてアジアを中心とした海外進出について取り上げられること
が多いが、収益に貢献できるようになるまでには相等の時間を要するものと思われ、苦し
くとも国内で新たな事業機会を探す努力を止めてはならないと筆者は主張するとともに、
「医療保険」の分野で事業機会を発見できるのではないかという仮説を示した。 
 
以上の内容を踏まえ、第七章において生保会社の新たな事業機会を探る。 
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第七章 医療保険分野における新たな事業機会 
第七章「医療保険分野における新たな事業機会」では、「公保険」「私保険」の境界線の
ゆらぎを取り上げ、特に医療保険の分野で生保会社が果たす役割が拡大する可能性を検討
する。保険加入で得られる経済的効果の検証、保険を支える数理的基礎の確認、総余剰分
析等を通して境界線を確定し、諸外国における民間医療保険活用の事例を参考にしつつ、
生保会社のこれからの姿を探る。 
 
第一節 生活保障の構造 
第一項 生活保障の 3つの柱 
生命保険文化センターでは、生活保障は「3 つの柱」から成り立っていると説明してい
る。詳細は図 18の通りであるが、公的保障、企業保障、個人保障の 3 つのバランスを考
えながら保障を確保すべきであるという考え方である。 
このように、生活保障が「公的保障」「企業保障」「個人保障」の総和から成り立つとい
う考え方を採ったとき、個人保障の最適量は、「公的保障」「企業保障」の守備範囲や、量
的な充実度に依存するということができるだろう。 
 
図 18 生活保障の 3つの柱 
 
（出所）財団法人 生命保険文化センター「ほけんのキホン」 
 
第二項 「公的保障」と「企業保障」の動向 
さて、生活保障の 3 つの柱のうち、「公的保障」について確認すると、少子高齢化の進
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展にともない社会保障給付費は増加の一途をたどっており、今後、公的保障が充実する方
向に向かうかどうかは社会保険制度改革の成功と、それと一体となった財政的な手当て（増
税）が具体化するかに大きく依存する。なかでも公的医療保険制度の改革は、今後国民の
負担が軽減されるというよりは増加する方向にあると予想されている。 
また、もう一つの柱である「企業保障」についても、その先行きは決して明るいとは言
えない。医療保険制度の関連事項としては、企業と寄り添うようにして従業員を守り、か
つ「保険者」として公的医療保険制度の一端をも担っている健康保険組合の財政悪化が、
ここのところ頻繁に報道されている32。 
したがって今後、「公的保障」や「企業保障」が再び強い柱となることは、残念ながら期
待薄といわざるを得ないだろう。 
このような社会的状況は、決して私たちにとって望ましい事態とはいえない。しかし、
逆にこの環境変化に目を向ければ、生保会社にとって新たな事業機会が生じつつあるとも
考えられるのではないだろうか。つまり、「個人保障」の重要性はこれから高まることがあっ
ても低下することはなく、生保会社の活躍できるフィールドは、医療保険の分野でむしろ
拡大していると捉えることができる。 
このことを図式化するなら、図 19 の通り「公保険」33と「私保険」の境界線がゆらぎ、
「公保険」のカバーできる領域が小さくなるのに合わせて、「私保険」の領域が拡大してい
くイメージで示すことができよう。そして、そこに生保業界、隣接業界の競争を超えた新
しいチャンスが横たわっているのではないかと筆者は思うのである。 
                                                
32 健保組合、最大の赤字 昨年度 5200 億円 保険料収入落ち込む （2010/9/11 付 日本経済新聞
朝刊）主に大企業の会社員とその家族らが加入する健康保険組合（全 1473 組合）の 2009 年
度決算が 5235 億円の赤字になったことが 10 日わかった。赤字幅は前年度より 2046 億円膨
らみ過去最大だった。健康保険組合連合会によると、全組合の８割にあたる 1184組合が赤字。
財政悪化などを理由に繊維や運輸業など 23 組合が解散したという。 
33 医療保険の場合、「公保険」の担い手は国・地方公共団体・健康保険組合である。健康保険組
合は「民」ではあるが「公保険」側のプレーヤーであると整理される。 
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図 19 「公保険」と「私保険」の境界線のゆらぎ 
（出所）筆者作成 
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第二節 日本の公的医療保険制度の特徴と現状 
では、「公保険」の分野、具体的には公的医療保険制度がどのような状況に置かれている
かを確認するために、日本の公的医療保険の特徴と現状について述べる。 
 
第一項 日本の公的医療保険 
まず、日本の医療制度の全体像は図 20の通りである。医療制度は大きく 2 つのサイド
に分かれており、図 20の右側に位置するのが医療の供給サイドであるのに対し、左側に
位置するのが医療の需要サイドである。そして公的医療保険制度は、医療の需要サイドに
位置する「患者」の治療費用を保険という技術を用いて賄う枠組みであると説明できる。 
 
図 20 日本の医療制度の概要 
 
（出所）厚生労働省 HP「我が国の医療制度の概要」 
 
次に、公的医療保険制度の特徴点は、長坂健二郎が以下の通りに述べている。 
 
(１) 「国民皆保険」 
わが国の医療制度は創設当時、かなり理想主義的な考えに基づいて創設された経緯があ
り、全国民をカバーするものとなっている。それに対し、諸外国の公的医療保険制度は様々
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である。 
わが国のほか、英国、北欧諸国等多くの欧州諸国が国民皆保険制度を採用している中に
あって、ドイツでは一定額以上の所得の富裕層（約 1 割）については公的医療制度への加
入が義務づけられておらず、民間保険との選択が認められており、富裕層のほとんどが民
間保険を選択している。 
また、米国には現在高齢者を対象とするメディケア（Medicare）、低所得者家庭の未成
年者向けのシップ（SCHIP:State Children’s Health Insurance Program）及び低所得者
のためのメディケイド（Medicaid）という 3 種類の公的保険がある。 
このうちメディケアは若い間から保険料を支払い、65 歳に到達すると制度の恩恵に浴す
るというものである。一生を通してみれば国民皆保険と見られなくもないが、現時点で切っ
てみれば公的保険の恩恵を受けている人のほうがはるかに少ない。米国では自己責任で医
療保険を賄えるものについては本人の自由に任せ、一方市場の埒外に置かれた社会的弱者
に対しては公的保険による救いの手を差し伸べるという、セーフティーネットの考えを制
度の基本に据えているようにうかがわれる。 
 
(２) 「保険料の労使折半」 
企業に勤務している場合、公的医療保険制度の保険料は労使で折半されている。一方、
自営業者、農家、失業者等は労使関係が不明確である。国民健康保険は他の健康保険と違
い、他の健康保険でいう「雇用主負担分」が保険収入として初めから組み入れられない形
になっているので、国及び地方公共団体からの資金補てんなしに運営することは不可能な
仕組みになっている。 
 
(３) 「現物支給」 
わが国の医療制度は被保険者の疾病・負傷に対しては金銭を支給するのではなく、医療
を施すという方式をとっており、この点で現金支給を原則とする民間保険とは趣を異にし
ている。 
 
(４) 「出来高払制」（原則） 
わが国の医療保険制度においては、「必要とする者に必要とされる医療を施す」という原
則に立っているので、「施された医療」は保険の対象となるものである限り、その全額が保
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険と受益者負担でファイナンスされる。 
この方式は、必要とされる医療が漏れなく、十分与えられるという長所はあるものの、
反面、必ずしも必要でない医療、投薬、検査等が紛れ込む恐れがある。 
これを防ぐには包括払い方式へ移行する以外ないが、あまり度が過ぎると逆に過小医療
になったり、事前に十分な医学的検討を行っておかないと粗療になったりする。 
 
(５) 「国家による強固な統制」 
わが国の医療制度を諸外国と比べてみると、国家統制色が最も強い、健康に対する国民
の自己責任を前面に押し出す米国は別として、国家の関与がある程度行われている欧州諸
国に比べてみても、わが国の官による統制はその強さにおいて群を抜いている。 
供給サイドをみると、診療報酬はすべての保険医療に対して国の定める点数がつけられ
ている。また、点数表に載っていないような医療行為は保険の対象外とされ、保険により
支払いが行われないばかりでなく、そのような医療行為を保険の対象となる医療行為と併
せて行った場合には「混合診療」として、本来支払われるべき医療費までは支払われなく
なる。薬の値段についても、約 12000 種類の薬ひとつひとつに対して政府が価格を定めて
おり、供給側にこれを直接上下させる自由はない。 
一方、需要サイドをみると、国民皆保険の原則に従って、保険料が全国民に対して漏れ
なく賦課されるほか、保険料率及び実際に治療を受けた患者の窓口支払比率もすべて政府
が定めることとなっている。 [長坂, 2010] 
 
以上が日本の公的医療保険制度の主な特徴である。「国民皆保険」により、経済的な心配
をすることなく安心して治療を受けられる体制を整え、比較的低いコストで平均余命の伸
長を達成したことについては評価に値するだろう。 
しかし、近年は医療保険制度の財政問題がクローズアップされており、医療費の膨張を
極端に抑制することによる医師不足、地方における医療体制の不備等、医療制度全体の見
直しの機運が高まっていることも事実である。 
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第二項 公的医療制度改革の方向性 
少子高齢化による財政問題を解決するために、公的医療保険制度は改革の議論が進めら
れ、2006 年の「医療制度改革大綱」により、その改革の方向性が定められた。特に「医療
費」の拡大に着目した「医療費適正化」については、表 6 のような方針が示されている。 
詳細内容についてはここで全ては触れられないが、阿部崇は「（医療保険）制度内におけ
る費用の付け替え（自己負担への振替等）や報酬単価の引き下げに止まらず、公的保険制
度の大枠（セイフティーネット）の縮小を示唆する項目が多い（在院日数の短縮、病床数
の削減・廃止、保険免責・混合診療、予防給付の充実）、被保険者を保険給付の外へ外へと
持っていくことによって給付費削減、ひいては公的保険の守備範囲の縮小が示唆されてい
るようにも思える」 [阿部, 2007]と指摘している。 
 
 表 6 医療費適正化の動向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ．医療費適正化の総合的な推進 
１．医療給付費の伸びと国民の負担との均衡の確保 
２．医療費適正化計画の推進 
（１）計画の策定 
（２）計画の推進のための措置 
（３）計画の達成の検証 
３．公的保険給付の内容・範囲の見直し等  
（１）高齢者の患者負担の見直し 
（２）食費・居住費の負担の見直し 
（３）高額療養費の自己負担限度額の引上げ等  
（４）現金給付の見直し 
（５）レセプトＩＴ化の推進等 
（６）その他 
（出所）政府・与党（自民党）医療改革協議会「医療制度改革大綱」（2006.12）目次より抜粋 
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第三項 健康保険組合の現状 
次に、独自給付を行うなどして企業に寄り添いつつ、公的医療保険制度の一端を担って
きた健康保険組合がどのような状況に置かれているかを確認するために、健康保険組合の
財政状況を中心に現状について述べる。 
健康保険組合の財政は逼迫している。一連の公的医療保険制度改革により、2008 年度か
ら、原則 75 歳以上の後期高齢者医療制度、65 歳から 74 歳までの前期高齢者の医療費を
財政調整する制度が創設された。新たな高齢者医療制度のスタートにより、これまで健康
保険組合の財政を圧迫していた老人保健制度が廃止され、老人保健拠出金はなくなったが、
新たに後期高齢者への支援金拠出、前期高齢者への納付金拠出、退職者給付拠出金負担の
継続により、健保組合は一層厳しい財政状態に陥ることとなった。結果、2010 年度の予算
早期集計では、2009 年度に引き続き、約 9 割の組合が赤字に転落、赤字額は 6,605 億円
にも及ぶと見込まれ、健康保険組合制度の存続にかかわる深刻な問題となっている34。 
このような現状を受け、健康保険組合連合会では、「今こそ国家百年の計に立ち、国民の
財産である国民皆保険制度を守り抜く明確なグランドデザインが必要」とし、「公費投入の
拡充と安定財源の確保」を求める意見広告を新聞各紙に出稿している35。 
以上が健康保険組合の現状である。健康保険組合は自らが「保険者」となる点に着目す
れば公的医療保険制度を支えるシステムの一部と考えられるが、それがゆえに医療保険制
度全体の財政悪化の影響から逃れられない構造的な問題を抱えているといえるだろう。 
 
さて、これまで確認してきた通り、「公保険」の分野は課題を抱えており、「私保険」の
役割拡大のチャンスであるように思える。では、このように「公保険」の守備範囲が縮小
されるなら、今後どのような形の「私保険」が生み出されるべきなのだろうか。「公保険」
と「私保険」の役割分担はどうあるべきなのだろうか。これらの問いに答えるためには、
「公保険」と「私保険」の持つ機能と役割分担を詳細に検討し、両者の違いを明らかにし
たうえで、どの範囲まで「私保険」が踏み込むべきかを見極める必要があるだろう。 
次節以降において、保険の定義や基礎理論等により「公保険」「私保険」の境界線を確定
させ、日本における「公保険」と「私保険」のそれぞれの持つ機能と役割分担を確認する。 
                                                
34 健康保険組合連合会HP「健康保険組合の現状」
〈http://www.kenporen.com/m_state/03.html#1〉 
35 直近では 2010 年 11 月 16 日付の日本経済新聞に広告を掲載。 
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第三節 「公保険」と「私保険」の役割を考える 
第一項 保険の定義 
「保険概念」あるいは「保険の定義」については安井敏晃も取り上げているように議論
のあるところである [安井, 2009]。他方、学部生向けの保険テキストにおいて岡田太は「保
険」の定義を表 7のように述べている [岡田, 2004, ページ: 45]。 
 
表 7 「保険」の定義 
取引の側面 
保険は、経済必要の充足または経済的保障を得るために、自分でリスクの
負担を望まない個人・企業がそれを引き受ける意思と能力のある保険提供者
へリスクを移転すること 
 
技術的側面または集団的側面 
保険は、損失・不利益を被るおそれのある多数の個人・企業がリスクを移
転するために、保険料を支払い、プール（蓄積）された資金のなかから、実
際に損失・不利益を被った個人・企業に保険金が支払われる過程である 
（出所）下和田 功編『はじめて学ぶリスクと保険』（有斐閣，2007），p．45． 
 
この定義は「保険」全体を包括的に定義づけたものと考えられ、「公保険」と「私保険」
のいずれも説明することが可能である。 
また同じく岡田は「リスクを処理する観点から、保険を機能的に定義すれば、保険は経
済主体間における『リスクの移転または負担』と、集団における『リスクの結合または分
散』である」 [岡田, 2004, ページ: 44]とも述べているが、この「保険の機能」に着目して
も「公保険」と「私保険」を区分することはできない。 
つまり、「公保険」と「私保険」とも、まさに「保険」であって、「保険の概念」や「保
険定義」の側面では違いはないと結論付けることができる。 
 
第二項 保険加入で得られる経済的効果 
次に、視点を変えて保険に加入する立場に立ち、保険加入で得られる経済的効果につい
て、「公保険」と「私保険」とにおいて違いがあるかどうか確認してみる。 
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具体的に、ある個人が入院時に所得を補填してくれる医療保険を購入できるケースを仮
定する。 
状況Aは、医療保険を購入しないケース、状況Bは医療保険を購入するケースである。そ
して、平時の所得は 400 万円、入院時は所得が半減し 200 万円、入院する確率は 50％と
する。そして、医療保険を購入する場合、その保険の保険料は 100 万円であり、入院時は
100 万円の保険金が支払われるとする36。これを図式化すると図 21の通りとなる。 
 
図 21 保険加入有無による所得状況の比較 
 
                                                
（出所）筆者作成 
 
まず、両ケースの所得の期待値を算出する。 
期待値（μ：ミュー）は、取りうる値を x1,x2,x3・・・xn,それぞれの値をとる確率を
p1,p2,p3・・・pn,とすると、 
 
i
n
i
i xp∑
=
=
1
μ  とあらわされる。よって、 
 
 
【状況 A の所得の期待値】 
期待値 ＝0.5×400 万円＋0.5×200 万円 ＝300 万円 
 
36 ここでは計算の単純化のために「保険料が将来受け取れるかもしれない保険金の数学的期待値
に等しい」という理念型の保険の前提は無視する。 
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【状況 B の所得の期待値】 
期待値 ＝0.5×300 万円＋0.5×300 万円 ＝300 万円 
 
となり、両ケースの所得の期待値は 300 万円で一致する。 
 
次に両ケースの所得の標準偏差を算出する。 
標準偏差（σ：シグマ）は、取りうる値を x1,x2,x3・・・xn,それぞれの値をとる確率を
p1,p2,p3・・・pn,とすると、 
 
∑
=
−
n
i
ii xp
1
2)( μσ＝  とあらわされる。よって、 
 
【状況 A の所得の標準偏差】 
標準偏差 10003002000.53004005.0 22 =×× 万円）万円－（＋万円）万円－（σ＝  
 
【状況 B の標準偏差】 
標準偏差 03003000.53003005.0 22 =×× 万円）万円－（＋万円）万円－（σ＝  
 
となり、状況 A の標準偏差が状況 B の標準偏差が大きくなる。 
では、状況 A と状況 B を比較したとき、ある個人にとってどちらが好ましいと感じられ
るだろうか。実は、この場合の好ましさは個人の「リスク選好」に左右される。 
状況Aも状況Bも所得の期待値は変わらない。しかし期待される所得の「ぶれ」は、入院
時に所得が減少してしまう状況Aのほうが大きく、逆に状況Bは健康であろうと入院しよう
と所得が同じであるから所得の「ぶれ」がない。このとき、状況Bを好む主体を「リスク
回避者37」と呼ぶ。期待効用仮説38によれば、リスク回避者にとっては同じ期待所得でも
リスク無しのほうが効用水準が高くなり、今回の例で言えば、リスク回避者は状況Aより
状況Bを好むこととなる。つまり、入院してしまったら所得が減少する状態を放置するよ
                                                
37 期待所得が一定であればよりリスク（標準偏差）の小さな状況を選好する経済主体のこと。 
38 不確実性下における経済主体の合理的行動は期待効用（効用の期待値）を基準として行われる
という考え方のこと。 
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り、一定の費用を掛けて、その不確実性が解消された状態を好むリスク回避者にとっては、
入院時に所得を補填してくれる医療保険に加入することが合理的な行動となるのである39。 
さて、上記の分析によって、リスク回避者が医療保険加入によってその効用を高めるこ
とができるという効果が明らかとなったが、医療保険の「提供者」が誰であるかという点
は全く無視できる。つまり、医療保険が「公保険」であっても「私保険」であっても、も
たらす経済的効果に差はないと考えられる。したがって、この点に着目して「公保険」と
「私保険」を区分することはできないと結論付けることができる。 
 
第三項 保険を支える数理的基礎 
保険の定義や経済的効果に着目して「公保険」と「私保険」を分類する試みは、ここま
でのところ失敗に終わった。そこで、次は「保険」に用いられている技術、すなわち数理
的基礎に着目して区分できないか考察する。 
保険を支える数理的基礎は、岡田によれば以下の通りである。 
 
(１) 収支相等の原則 
理念型の保険は、損失を被るかもしれない n の個人・企業から保険料 P を集めた資金の
すべてが、n のうち実際に損失を被った r の個人・企業に保険金 Z として、過不足なく支
払われる。この場合、保険収支の関係は次のように表される。 
 
nP（総収入）＝rZ（総支出） 
 
これを「収支相等の原則」という。 
 
(２) 給付反対給付均等の法則 
個人・企業が払い込む保険料 P は、理念型の保険のもとでは、収支が等しくなるように
決定されるが、前式の両辺を n で割ることで求められる 
 
wZZ
n
rP ==  
                                                
39 この項においては、大多数の人が「リスク回避的」であるという前提で議論を進めている。 
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n
r
が集団全体において損失を被り、保険金を受け取る者の割合であり、この割合が確率
w を表すと仮定すると、保険料は、個人・企業が将来受け取るかもしれない保険金の数学
的期待値に等しい。これを「給付反対給付等の原則」という。そして、この場合の P を保
険数理的に公正な保険料という。 
 
(３) 大数の法則 
大数の法則は、偶然事象の観察数が多ければなるほど、それだけ確実に、実際の結果が
予想の結果に近づくであろうという法則である。次の式にあるように、観察数が増大する
につれて、ある事象の相対頻度
n
r
は、その事象 E の真の確率 w に限りなく近づき、安定
する。このようにして求められる確率を、客観的確率または経験的確率という。 
 
)(lim En
r Pr
n
=
∞→
 
 
(４) リスク・プーリング 
「プーリング」とは、「共同出資」「共同計算」を意味する。「リスク」を「プーリング」
することにより、各人が負担する経済的損失の「ぶれ」が小さくなることを示す。 
今、Aさん・Bさんの 2 名がともに、80％の確率で全く損失を被らないが、20％の確率
で 500 万円の損失を被る状況に直面しているとする。また、それぞれのリスクに相関関係
はないものとする。各人の期待損失額とその変動を表す標準偏差は表 8の通りである。 
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表 8 リスク・プーリング前の各人の確率分布 
 
（出所）下和田 功編『はじめて学ぶリスクと保険』（有斐閣，2007），p．48． 
 
次に表 9は、この両者がプーリングの取決めを行った場合の状況を示す。それぞれのリ
スクを結合した結果、AとBはともに、まったく損失を被らない確率が 0.8 から 0.64 に減
少し、新たに 250 万円の損失を被る確率が 0.32 生じるものの、500 万円の損失という最
悪の事態が発生する確率も 0.2 から 0.04 に減少する。取決めの結果、両者の偶然損失の確
率分布が変化する。つまり、分布の平均である期待損失は同じであるが、標準偏差（リス
ク）が減少する。 [岡田, 2004, ページ: 46-50] 
 
表 9 リスク・プーリング後の各人の確率分布 
 
（出所）下和田 功編『はじめて学ぶリスクと保険』（有斐閣，2007），P．49． 
 
以上、「保険」に用いられている技術、すなわち数理的基礎を確認した。では、用いられ
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ている数理的基礎に着目して「公保険」と「私保険」は区分できるだろうか。 
結論から述べれば、「収支相等の原則」「給付反対給付等均等の法則」「大数の法則」「リ
スク・プーリング」のうち、公保険においては「給付反対給付均等の法則」が大きく修正
されているという事実が指摘できる40。これは、現実の公的医療保険制度について考えた
とき、収入等の諸条件が同じであれば、健康体であろうと病体であろうと健康保険料が同
一であることを例に挙げて簡単に理解できる。「保険料は、個人・企業が将来受け取るかも
しれない保険金の数学的期待値に等しい」という「給付反対給付均等の法則」を厳密に適
用すれば、病体者の健康保険料は、その治療必要性の高さから、当然健康な者の健康保険
料よりも高額でなければならないが、実際にはそうなっていない。つまり、「公保険」は何
らかの理由があって「私保険」とは異なり「給付反対給付均等の法則」を意図的に修正し
ているのだと考えられる。 
さて、ここで一つの疑問に突き当たる。「私保険」では厳密に適用されている「給付反対
給付均等の法則」が「公保険」においてなぜ修正されなければならないかという点である。 
一般的に、ある事業の効率を向上させるという文脈において、「民間の力を活用すべきだ」
「民営化を推進すべきだ」と語られることがある。また、官業には無駄が多いという指摘
がなされたりもする。ならば、わざわざ「公保険」など作らずに「私保険」だけで医療保
険を支えればよいではないか、という発想が生まれても不思議ではない。しかし実際には、
日本のみならず諸外国でも医療保険には公の担い手が必ず存在している。よって、何らか
の必然性があって「公保険」「私保険」が役割分担を行っているのではないかと考えられる。 
では、「公保険」と「私保険」の本質的な違いはどこにあるのだろうか。筆者がこの点に
こだわるのは、今後、生保業界が医療保険分野で果たせる役割を考えるにあたって、両者
の本質的な違いを認識していなければ、「私保険にできないこと」「私保険にそもそも求め
られていないこと」も思考に混入してしまい、議論に無駄が生じてしまうからである。 
P65第三項でも述べたが、両者の違いを明らかにしたうえで、どの範囲まで「私保険」
が踏み込むべきかを見極めたいのである。 
この「公保険」「私保険」の本質的な違い、つまり両者の「境界線」を考察するにあたり、
経済学、なかでも「厚生経済学」の枠組みを用いて整理を試みたい。 
 
                                                
40 日本の公保険の財源には税金が投入されているため、厳密には「収支相等の原則」も修正され
ていることとなるが、説明を簡便にするためこの点は今回の議論で考慮していない。 
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第四項 厚生経済学からのアプローチ 
「厚生経済学」とは「望ましさ」を経済学の思考枠組みの中で考える研究領域であるが、
ここで「厚生経済学の基本定理」を確認する。 
 
表 10 厚生経済学の基本定理 
厚生経済学の基本定理（第一定理） 
「市場の失敗41」が存在しないとき、市場において実現する資源配分はパレー
ト効率的42である 
（出所）西村 周三・田中 滋・遠藤 久夫 編著『医療経済学の基礎理論と論点』（勁草書房，2006），p．14．
の記述を筆者が一部修正 
 
厚生経済学においては、財の取引を市場原理43に委ねることによって総余剰44は最大化
されることが説明されている。 
このことを示したのが図 22 である。縦軸を価格、横軸を生産量と置いて市場を表し、
供給曲線は右上がりの曲線、需要曲線は右下がりの曲線として描かれる。そして、供給と
需要が一致する点を均衡点とし、ここで決まる価格を均衡価格とする。 
このとき、△PEEPDを消費者余剰45CS（customer’s surplus）と呼び、△PEEPSを生産
者余剰46PS（producer’s surplus）と呼ぶ。また、CSとPSとの和を総余剰と呼ぶ。 
                                                
41 「市場の失敗」＝外部性、収穫逓増、公共財、情報の不完全性（非対称性）などを指す。 
42 パレート効率的＝誰かの状況を改善しようとするとき、必ず他人の状況を悪化させてしまうよ
うな状況のこと。 
43 市場での自由競争に全てを任せることで、需給や価格が適切に調整されること。 
44 財の生産と消費から社会が得る総便益であり、消費者余剰と生産者余剰の合計である。 
45 消費者が財を消費して得る利益を貨幣で表す概念であり、財を消費して得られる効用とその財
の対価として支払われる支出の差額として定義される。 
46 生産者が財を生産して得る利益を貨幣で表す概念であり、財を生産して得られる効用とその財
の対価として支払われる収入の差額として定義される。 
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 図 22 需要曲線・供給曲線と総余剰 
 
（出所）筆者作成 
 
通常、市場は効率的で、最大の総余剰を実現する。消費や販売機会をどう再分配しても、
または生産量をどう変化させても、総余剰は減少すると説明されている。 
では、公的医療保険制度の存在は、この厚生経済学モデルにどのような影響を与えるこ
とになるだろうか。公的医療保険制度を導入するということは明らかに「政府の介入」で
あり、市場原理の一部修正を意味する。このことを説明したのが図 23 である。患者が治
療を受ける際、公的医療保険制度があれば、その患者の自己負担額が軽減されることにな
る。すると、価格は均衡価格PEからP1に低下し、消費者余剰は拡大する一方、生産者余剰
は縮小する。つまり、総余剰を増やす余地が生ずることとなり、非効率であるといえる。
また、価格が下がることによって超過需要が発生し、超過需要に見合う生産量QDから垂直
に伸ばした線と供給曲線、需要曲線に囲まれた三角形部分は「死重の損失（deadweight 
loss）」と呼ばれ、ある財の価格が均衡価格を外れた際に生ずる損失を示している。 
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 図 23 政府の介入（公的医療保険の導入）による「死重の損失」の発生 
 
（出所）筆者作成 
 
このように、需要・供給曲線を用いた総余剰の分析結果を踏まえれば、総余剰が最大化
するときの財の価格は「市場の均衡価格」であることが理解できる。そこで、この結果を
もって以下のように主張したとき、その主張はどう受け止められるだろうか。 
 
主張 A：市場で形成される医療保険の「均衡価格」は、資源配分に無駄がない状態を表
しているのだから、結果として低所得者が医療保険を購入できなくても問題は
ない。 
 
主張 B：政府が医療保険を運営することは「政府の介入」にあたる。政府の介入は「死
重の損失」を招き無駄が発生するから、医療保険は全て民間に任せたほうが効
率的である。 
 
これらの主張の両方に対し「Yes」ということならば、議論は終わりである。しかし、
理想や空想の世界でなく現実世界の住人である我々には、素直に受け入れがたい主張では
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なかろうか。また、日本をはじめ世界の多くの国々においては、医療保険の制度運営に政
府が介在しているという事実をうまく説明できない。では、いったい何がこの違和感の原
因なのだろうか。 
なぜ医療保険には政府が介在しているのか、なぜ市場の均衡価格ですべての医療保険が
提供されるのではいけないのか、公的医療保険制度の存在する理論的背景には何があるの
かという話である。前述 A、B の主張に対する反論を以下に述べる。 
 
反論 A：市場の均衡状態は「資源が無駄に使われていないこと」のみを表していて、「分
配の公平性」については全く考慮されていない。 
 
この問題は、「効率性」と「公平性」の対立問題として語られることが多い。 
「社会福祉」の観点から考えれば、国民に対し市場原理に基づいてリスクに見合った保
険料率に基づいた保険（すなわち「私保険」＝民間医療保険）のみが提供されることは一
般的に容認されないし、公平性の点でも好ましくないと考えられている。つまり、所得の
多寡により医療へのアクセス上の格差が生じることは望ましくないという強い社会規範が
存在するため、医療費支払に公的医療保険が介在し、医療費負担に対する所得再分配政策
が取られているのである。また西村は「（公的医療保険導入による）再分配によって市場に
発生した非効率、すなわち死重の損失という費用を支払って、われわれは公平という価値
を購入したと解釈することができる」 [西村, 田中, 遠藤, 2006, ページ: 16]という主張を
しており、そのような解釈も可能であろう。 
 
反論 B：厚生経済学の基本定理（第一定理）に「市場の失敗（次項にて説明）が存在し
ないとき」という条件が付されていることを忘れている。 
 
いわゆる「市場原理主義者47」が最も陥りやすい誤りは、市場が万能であると信じ込ん
でしまうことである。多くの人は「厚生経済学の基本定理」という言葉を知らないだろう
し、ましてや正確な定義を知る人はさらに少ないだろう。しかし、「民営化すればムダが省
ける」「民間の力を使えば効率が上がる」という、基本定理の結論の一部分のみがクローズ
                                                
47 市場での自由な競争に任せておけば、価格・生産ともに適切に調整でき、ひいては生活全体も
向上するという考え方をもつ人々。 
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アップされる場面は多い。また、「民営化の推進」は、市場均衡価格による総余剰の最大化
という理論的基礎に触れられることがなく、単に印象だけで支持される傾向にある。前提
条件として付されている「市場の失敗」が存在するならば、市場は必ずしも効率的ではな
いということを正しく認識していなければならない。 
また、「保険」という財はもともと「市場の失敗」が起きやすい性質を持っているともい
われている。なかでも主に「逆選択」（adverse selection）の問題を取り上げて、さらに「公
保険」「私保険」の役割分担について考察する。 
 
第五項 保険市場の機能を制約する「市場の失敗」 
市場に「情報の非対称性」がある状況では、市場がうまく対処できない、つまり「市場
の失敗」が生じるとされている。「情報の非対称性」があるために経済的な意思決定が歪め
られ、時には相互に利益をもたらす取引さえ阻害されてしまう場合がある。 
保険市場において生じる市場の失敗の一つとして「逆選択」が挙げられる。逆選択とは、
ある人がある事物について他の人より多くの情報を保有しているときに生ずる問題であり、
中古車販売市場において売買が成立しなくなること48を例に説明されることが多い。この
状態を放置すると、最終的に中古車市場が崩壊してしまう可能性が高まり、「必要なのにな
くなってしまう」という意味において、社会的に望ましい状態ではないと考えられる。 
では、医療保険の市場においては、どのような形で逆選択が起こるのか、具体的な例で
確認する。 
保険事故が生じたときに、保険者が保険金・給付金を総額 1,000 万円支払うこととなる
医療保険を提供する場合を考える。この保険集団は健康状態の良い人 1 万人と、健康状態
の悪い人 1 万人からなり、前者の疾病率が 0.02%、後者の疾病率が 0.08%とする。また、
各個人は自分の健康状態が良いか悪いか知っている一方、保険会社は、各個人の健康状態
の識別はできないが、疾病率は知っているとする。 
このとき、この医療保険の保険料は「収支相等の原則」「給付反対給付均等の原則」より、
以下のように算出される。 
まず、保険集団全体の疾病率を算出すると、 
                                                
48 販売する商品の質のことは、買い手より売り手の方がよく知っているため、売り手は質が最低
のものを選んで売りたがる。一方、買い手は売り出された商品に隠された問題があるかもしれ
ないと疑うため価格が低下し、最良の商品は市場に出回らない。結果、売買は成立しない。 
 77
第七章 医療保険分野における新たな事業機会 
（良491 万人×0.02％＋悪501 万人×0.08％）÷（良 1 万人＋悪 1 万人）×100＝0.05％ 
 
となる。保険料は、将来受け取れるかもしれない保険金の数学的期待値に等しいから、
保険会社が設定する保険料は、1,000 万円×0.05％＝5,000 円 となり、5,000 円の保険料
が保険者から保険集団に提示されることとなる。 
では、今度は視点を変えて、この保険料は保険を購入する側からはどのように受け取ら
れるか考えてみよう。 
健康状態の良い人たちの真の損失の期待値は 2,000 円（＝1000 万円×0.02％）であり、
保険会社が提示する 5,000 円の保険料は割高に感じられるであろう。一方、健康状態の悪
い人たちの真の損失の期待値は 8,000 円（＝1000 万円×0.08％）であり、5,000 円の保険
料は割安に感じられるであろう。よって、この医療保険には、健康状態の悪い人は積極的
に加入するが、良い人はあまり加入しなくなるだろう。すると、実際の加入者の疾病率は
想定よりも悪化し、結果、保険料を引き上げなければ保険集団は維持できない。そして、
最終的には保険市場が成立しなくなるのである。 
このように、保険という財は「市場の失敗」、特に「逆選択」を招きやすい性質を持って
いるため、市場のメカニズムにのみ任せていては取引が行われなくなる可能性がある。つ
まり、何らかの形で政府が介入することが社会全体の厚生を高める可能性があり、この点
に「公保険」の存在意義がありそうである。 
では、この保険集団を維持するにはどのような手段を取ればよいだろうか。方法として
は 2 つ考えうるだろう。 
1 つ目は、保険者が保険集団の情報を入手し情報格差を解消する方法である。今回の場
合、健康状態の良い人と悪い人を識別し、それぞれの損失の期待値に応じた保険料を提示
できれば、保険集団を維持することが可能である。実際、民間の生命保険に加入する際に
は、契約者には「告知」の義務が課されているが、これは生保会社が契約者の健康状態に
関する情報を入手する方法であり、未然に逆選択による保険集団の崩壊を防ぐ仕組みであ
ると考えられる。しかし、この方法で保険市場に政府が介入することは望ましくないだろ
う。なぜならば、この方法では必然的に健康状態の悪い人は高額の保険料を払わなければ
ならず、P73第四項での議論に逆戻りしてしまうからである。 
                                                
49 「健康状態の良い人」の意。 
50 「健康状態の悪い人」の意。 
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2 つ目は、保険者が保険集団に属する人の脱退を許可しない方法である。今回の場合、
健康状態の良い人にも悪い人にも 5,000 円という保険料を受け入れさせ、かつ保険集団か
らの離脱を認めない「強制加入」にすれば、保険集団を維持することができる。 
「強制保険」とは、ある種の強制力を持って、平均的保険料ですべての対象者を加入さ
せる仕組みである。この方法で逆選択を防ぐためには、強制力を正当化するための規範と、
その強制力を行使する主体が不可欠である。公的主体でないと不可能この方法は、「私保険」
の担い手では取りえない手段であり、逆に「公保険」ならではの手段ともいえるだろう。 
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第六項 「公保険」「私保険」の境界線 
前項までの議論によって、「公保険」「私保険」の本質的な違いが明らかになってきた。 
両者の違いは、公的医療保険制度のみが持つ表 11の 2 点の性質に起因するものと整理
できる。 
 
表 11 公的医療保険制度が持つ性質① 
１． 所得の多寡によりアクセス上の格差が生じることは望ましくないという
強い社会規範が存在するため、医療費支払に公的医療保険制度が介在し、
医療費負担に対する所得再分配政策が取られている。 
 
２． 「市場の失敗」により保険市場が成立しなくなることのないよう、国民
を強制加入させることによって「逆選択」を防止している。 
（出所）筆者作成 
 
また、再分配機能に着目して、公的医療保険制度の持つ性質を表 12のようにまとめた
例もある。 
表 12 公的医療保険制度が持つ性質② 
① （疾病リスクが等しい者の間での）保険的再分配（＝給付反対給付均等の
原則51） 
② （高所得者から低所得者への）垂直的再分配 
③ （健康な一般国民から病弱者への異なる）リスク集団間再分配 
 
うち、②③は公的医療保険制度のみが持つ特徴 
（出所）西村 周三・田中 滋・遠藤 久夫 編著『医療経済学の基礎理論と論点』（勁草書房，2006），p．7． 
 
最終的に、日本における「公保険」「私保険」の役割分担をまとめると、の通りである。 
 
                                                
51 権丈善一は「「給付反対給付均等の原則」は、それ自体が人間社会の中で価値があるから厳守
されるわけではなく、市場において経営体が継続して存在するためにはその原則を守らなけれ
ばならないから民間の経営体はそれを死守しているというだけである」 [権丈, 2006, ページ: 
16]と指摘している。 
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表 13 「公保険」と「私保険」の役割分担 
公保険：「市場の失敗」の除去と、再分配＝公的医療保険の提供 
応能負担52原則による再分配、強制保険による逆選択の防止 
 
私保険：「給付反対給付均等の原則」に則った医療保険商品の提供 
応益負担53原則、告知義務による逆選択の防止 
（出所）筆者作成 
 
本章の冒頭において筆者は、特に医療保険の分野において、「公保険」「私保険」の境界
線のゆらぎが生じることによって、生保会社の活躍の場が拡大するのではないかという仮
説を提示した。また、公的健康保険制度、健康保険組合制度の現状分析により、この仮説
を補強することができた。そして「公保険」と「私保険」の本質的な相違を表 13のよう
にまとめることで、仮に境界線のゆらぎが生じても超えることのできない範囲、「私保険に
できないこと」や「私保険にそもそも求められていないこと」を確認することができた。 
本節までの議論を踏まえ、最後に医療保険分野における生保会社の新たな事業機会につ
いて考察する。 
                                                
52 特に医療・介護・福祉サービスで、所得に応じて対価や保険料を支払うこと。 
53 特に医療・介護・福祉サービスで、所得に関係なく受けたサービスの内容に応じて対価を支払
うこと。 
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第四節 医療保険分野における生保会社の新たな事業機会 
第一項 「私保険」＝民間医療保険活用の方向性 
医療保険分野における民間医療保険活用の方向性は、結論をまず先に述べると、表 14に
掲げたように、2 つの方向があるのではないかと筆者は考えている。 
 
表 14 民間医療保険活用の方向性 
A：公的医療保険制度からこぼれ落ちてしまう部分をすくい次々と保険化→従来
からある「追加」領域を拡大し「補完」領域に向かう方向性。 
 
B：公的医療保険制度の持つ機能を取り込みつつ民間主体が「保険者」となる→
市場原理に修正を加え（例：ドイツのスタンダード・タリフ54）「代替」領域
に向かう方向性。 
（出所）筆者作成 
 
日本における医療保険のこれからのあり方を考える際に、諸外国の例を調査し検討する
ことは、大変意義深いことである。国際比較による民間医療保険の位置づけは [堀田, 2006]
によれば表 15のように整理されており、この分類に基づき考察する。 
また、最後にわが国の自動車保険の枠組みを取り入れ、医療保険分野に横たわる社会的
な課題を解決するモデルを提示する。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                
54 「標準約款」と訳される。ドイツの場合、1993 年のGSG法（医療保険構造改革法）により、
65 歳以上の高齢者に対して一定の保険料を上限に公的医療保険と同等の内容の給付を保障す
る「スタンダード・タリフ（標準約款）」の提供が義務付けられた。2000 年の法改正により対
象年齢は 55 歳以上に引き下げられ、さらに 2009 年からは全ての被保険者に対して法定給付
を基礎料率でカバーする保険契約の提供が民間医療保険に義務付けられた。 
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表 15 国際比較による民間医療保険の位置 
民間保険の位置付け 代表例 
主導的 
一部対象の公的保険を除いて民間医療保険に
よって医療保障が提供される 
アメリカ 
代替的 
公的保険か民間保険のどちらかに加入する必要
はあるが、どちらを選んでも良い 
ドイツ 
補完的 
公的医療保険制度のもとで、保険方式により医
療保障が国民に提供されるもの 
フランス 
追加的 
主要な部分を国が監督する公的医療保険によっ
て賄われており、民間医療保険は追加的な役割を
担っている 
日本 
（出所）堀田一吉 編著『民間医療保険の戦略と課題』（勁草書房，2006），p．225．に基づき筆者作成 
 
第二項 フランスにみる補完的位置付けとしての民間医療保険 
まず民間医療保険活用の 1 つ目の方向性として考えられるのが、公的医療保険制度の保
障範囲から外れてしまう領域を民間医療保険がカバーする考え方である。財務省の資料に
は、民間医療保険活用の方向性として「『自助・民間保険で対応』するのは、サービス利用
者の選択の幅を広げるもの（例えば、食費・居住費、医薬品など）を中心に検討する必要」 
[財務省, 2007]とあり、それを踏まえて阿部は「保険免責にかかる医療費について本来の 7
割給付を保障する商品、先発医薬品のジェネリック医薬品との差額部分を対象とする商品、
入通院後の一定の在宅療養期間の医療費用を対象とする商品」 [阿部, 2007]を検討してい
る。 
これを諸外国の例に当てはめると、現在、日本において「追加的」に利用されている民
間医療保険の位置づけを、フランスに見られるような「補完的」な位置付けに接近させる
動きであるといえよう。 
フランスの医療保障制度は「国民連帯」を基本理念とし、原則として全住民を対象とし
た公的医療保険制度が構築さている。これに加え、民間の保険者が提供する、主として公
的医療保険の自己負担部分をカバーする「補完的」な医療保険に対しても政府の権限が強
く、また、加入率も非常に高いことから、公的医療保険と民間医療保険との二階建ての医
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療保障制度となっている点が大きな特徴である55。 
この「補完的」な医療保険である「補足医療保険」は、公的医療保険では給付されない
医療費をカバーする商品であり、一般の保険会社、共済組合、相互扶助組合が販売してい
る。補足医療保険の給付対象となるのは、公的医療保険における自己負担部分と、差額ベッ
ド代、私費診療の医療費など、公的医療保険の給付を超える医療費である。 
最近、ある保険会社が「入院中の医療費が戻ってくる」として、公的医療保険制度の給
付対象となる入院中の治療費を保障対象とした商品56を販売したが、「補完的位置付けへの
接近」という意味で興味深い事例である。このように、一部では医療費の補完コンセプト
の萌芽が見られ、今後、この方向で研究や商品開発が進展する可能性がある。 
ただし、この医療保険における入院治療給付金の保障対象は、「入院中の治療費の自己負
担部分」に限られること、入院中の診療報酬点数に応じて入院治療給付金額を計算するた
め、元々診療報酬点数とはかかわりのない差額ベッド代や私費診療の医療費などが対象に
ならないことは留意する必要があり、その意味においては「補完的」な位置付けに至って
いるとはいえないという評価もできる。 
また、フランスの医療保険制度で注目すべき点は、補足医療保険の引受けにおいて、民
間保険者がリスクの高い者の引受けを拒絶したり、病歴など、加入者に特有のリスクに応
じて保険料格差を設けたりするような、リスクの選択は実質的に認められていない57こと
である。このため、保険集団の維持のための収支管理の方法は、主に経費（人件費、物件
費等）の管理と加入者増による規模の拡大によって行われている。 
この点は、筆者が検討した「公保険」と「私保険」との境界線問題に起因するジレンマ、
さらにいうならば「私保険」が「公保険」側に踏み込むことで生じるジレンマである。つ
まり、「私保険」が「公保険」に近い振る舞いをしようとすればするほど「所得の多寡によ
りアクセス上の格差が生じることは望ましくないという強い社会規範」が強く働き、市場
原理を適用する余地が狭まってしまうのである。この「給付反対給付均等の法則」を強制
的に修正されてしまうというハードルを越えることは、日本の生保会社にはかなり難易度
が高いだろうし、実際にこのような形で政府の介入が行われることも現時点では考えにく
                                                
55 フランスの医療保障制度の全体像と民間医療保険の位置付けの詳細は、 [中村, 2006]を参照。 
56 明治安田生命保険相互会社「明日のミカタ」および「医療費リンクシリーズ」 
57 ただし、 [中村, 2006]によれば「同じ 50 歳の加入者であっても、30 歳で加入した場合と 50
歳から加入した場合では保険料は異なり、このようなケースはリスク選択とは見做されない」
とのことである。 
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いが、今後の生保会社の事業戦略を考えるにあたっては、あらゆる可能性を排除すること
なしに検討することが望まれる。 
 
第三項 ドイツにみる代替的位置付けとしての民間医療保険 
そして、民間医療保険活用の 2 つ目の方向性として考えられるのが、公的医療保険制度
の持つ機能を取り込みつつ民間主体が「保険者」となる「代替」領域に向かう考え方であ
る。 
これを諸外国の例に当てはめると、現在、日本において「追加的」に利用されている民
間医療保険の位置づけを、ドイツに見られるような「代替的」な位置付けに接近させる動
きであるといえよう。 
ドイツの医療保険制度の特徴58は、疾病金庫59と代替型の民間医療保険が並立している
点にある。疾病金庫への加入義務が生じるのは所得が一定以下（月額 3,975 ユーロ以下）
の被用者等で、自営業者と官吏および高所得者（3 年連続で基準所得水準を超過）には加
入義務がなく、疾病金庫か民間医療保険を任意で選択できる。結果、疾病金庫による公的
医療保険制度への加入者は全国民の 9 割程度であり、残る 1 割前後の人たちのほとんどは
代替的な民間医療保険の完全保険に加入している。 
公的医療保険には競争原理が導入されており、原則としてすべての疾病金庫について被
保険者が自由に加入先を選択できるようになっている。1993 年に施行された医療保険構造
改革法（GSG 法）の中核をなす改革内容は、この保険者間競争を通じて医療費の効率化と
医療サービスの質の向上を図る新たな競争的枠組みを採用したこと、そしてその競争の公
平な土台作りとして、格疾病金庫間の加入者の構造的なリスク格差（加入者の性別、年齢
や所得など）を調整する仕組みが導入されたことであった。 
また、疾病金庫がリスク間・所得間・世帯間の連帯を原則とするのに対し、民間医療保
険は保険機能を原則とする。こうした原理・原則の違いは財政運営の方式にも反映されて
おり、疾病金庫の財政運営は賦課方式60だが、民間医療保険は被保険者の高齢期医療費に
備えた老齢準備金を持つ積立方式61となる。 
                                                
58 ドイツの医療保険制度の詳細は [佐藤, 2009, ページ: 90-92]を参照。 
59 主に欧州における基礎保険の担い手。所有・運営形態は民間であるが非営利となっており、日
本における健康保険組合に相当する。 
60 年々の給付は年々の歳入によってまかなうという方式。 
61 将来発生することが予想される支払に対して、前もって原資を積立てておく財政方式。 
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このような「代替的」な医療保険が日本において近々に登場する可能性は、それほど高
くはないだろう。なぜならば、この方式は民間医療保険が公的医療保険に成り代わること
を前提としており、これはすなわち公的医療保険制度による国民皆保険の達成という現在
の枠組みを放棄することに他ならないからである。 
しかし一方、「公保険」の機能である「所得の再分配」を逆に捉えて「少なくとも高所得
者は応能負担でなく応益負担でも良いのではないか」という論法は成り立ちうる。アクセ
シビリティーの高いかたちで医療保険が用意されているのであれば、「国民全員が何らかの
医療保険制度に加入できる」という事実をもって「国民皆保険」が達成されているとも考
えられる。ドイツにおける「競争原理の導入による医療費の効率化と医療サービスの質の
向上」という考え方は、社会保障費が膨張を続ける日本にとっては魅力的に映る。よって、
例えば請求事務の効率化等に競争原理を導入するなどの応用は可能だろう。 
また、ドイツにおいて注目すべき点は、近年、民間医療保険への規制が強化されつつあ
ることである62。もともとドイツの公的医療保険は法律に基づく強制加入により担保され
ているため、一般的には応能負担の原則による保険料が設定されている。一方、民間医療
保険は契約に基づくものである以上、給付反対給付均等の原則は鉄則であり、加入者のリ
スクに見合った保険料が求められる。 
しかし、このように全く異なる原理で運営される 2 つの制度が並立し、両者の間を選択
により移動できる場合は、当然ながら「逆選択」が生じうる。典型的には、若くて健康で
扶養家族がおらず収入が高い時期には民間医療保険に加入し、高齢になって疾病リスクが
高まり家族も増えてきたら公的医療保険に移動するのが、被保険者にとって合理的な行動
である。 
よって、ドイツにおいては民間医療保険に加入した者が高齢期に公的医療保険に移動す
るのを禁じ、合わせて同被保険者に対しては公的医療保険の最高保険料水準、つまり保険
料算定上限収入額に全疾病金庫の平均保険料率を乗じた額を超えない範囲の保険料により
公的医療保険と同等の内容の給付を保障する「スタンダード・タリフ（標準約款）」の提供
が義務付けられている。 
このような政府の介入による市場原理の修正は、社会的要請により止むを得ない部分は
あるものの、本来民間企業の自由競争により規律されるべき民間医療保険の保険料をゆが
めることで逆に非効率を生み出す結果になるのではないかと懸念されている。 
                                                
62 ドイツの医療制度改革および諸問題の詳細については [田中, 2006]を参照。 
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第四項 各国医療制度を参考としたわが国への適用可能性 
以上、医療保険分野における民間医療保険活用の方向性は 2 つあるのではないかという
筆者の主張を述べ、フランスを代表とする「補完的」な位置付けと、ドイツを代表とする
「代替的」な位置付けの、それぞれのケースについて検討してきた。 
また、フランス、ドイツに限らず、各国においてはそれぞれ自国の事情に合わせた医療
保険制度が導入されている。それらの整理は表 16の通りであるが、わが国の実情にあわ
せてその一部でも適用できないか、今後議論を進めることが必要である。 
 
表 16 各国医療制度の整理 
競争原理 
労使関係からの分離 
被保険者の保険者選択（ドイツ・オランダ・スイス） 
保険者機能強化 
医療機関との交渉・契約（スイス・オランダ） 
プライマリー・ケア集団との契約（スイス） 
医療保険 
連帯・再配分 
リスク調整構造 
低所得者向けの保険料補助（スイス・オランダ） 
民間保険の活用 
補足・補完型保険の拡充、代替型保険への切り替え 
（加入希望者の受入れ義務、法定給付を基礎料率で提
供する義務） 
保険給付業務の委託（フランス） 
（出所）田近栄治・尾形裕也 編著『次世代型医療制度改革』（勁草書房，2009），p．131．表 3-10 に基づ
き筆者作成。 
 
第五項 自動車保険にみる民間医療保険活用の可能性 
ここまで諸外国の例に基づき検討を進めてきたが、筆者はこれまでの議論を踏まえつつ、
わが国の自動車保険の仕組みを参考に民間医療保険（あるいは生保会社）を公的医療保険
制度の「補完」「代替」両面で活用することを最後に提案する63。 
                                                
63 この提案は [堀田一吉, 2003]より多くの示唆を得た。 
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この提案の概要は以下の通りである。 
まず、生保会社各社は現在の公的医療保険制度の自己負担部分をカバーする民間医療保
険を提供する。公的医療保険では給付されない医療費（この中には医療制度改革の進行に
より公的医療保険の範囲を外れてしまったものが含まれる）をカバーするこの商品は「補
完的」位置付けとなる。また、この部分は「私保険」として運営するとともに、フランス
のようなリスク選択の制限はしない。結果、各生保会社の創意工夫によって様々なバリエー
ションが生み出されると同時に競争により保険料の引き下げが期待される。 
次に、公的医療保険制度の全部または一部を生保会社が保険者として引き受けられるよ
うにする。「公保険」の担い手に生保会社自らなる場合、この枠組みは生保会社を「代替的」
位置付けとして取り扱うことを意味する。また、実際の医療費の支給に関しては「公保険」
と「私保険」の給付を一体的に行うことで効率的な運営が可能となり、医療費総額の抑制
が期待される。 
このような枠組みの具体的な検討にあたり参考となるのが、隣接業界の損害保険業界が
取り扱う自動車保険における「自賠責保険」と「任意自動車保険」との関係である。 
自賠責保険は、自動車損害保険賠償保障法に基づき自動車事故の被害者救済を目的とし
て、すべての運行の用に供する自動車が加入することとなっている強制保険である。同法
第 1 条には「この法律は、自動車の運行によって人の生命又は身体が害された場合におけ
る損害賠償を保障する制度を確立することにより、被害者の保護を図り、あわせて自動車
運送の健全な発達に資することを目的とする」と記されており、被害者に対しての治療費
の他、休業補償、逸失利益、慰謝料などが支払われるが、それぞれの項目ごとに支払金額
の規定（限度額）がある。また、自賠責保険は民間の損害保険会社や共済によって引き受
けられているものの、堀田一吉によれば「公保険」に分類される64。 
一方、任意自動車保険は文字通り任意加入の保険であり、自賠責保険の限度額を超える
部分の上乗せ保障を行うものである。無論、任意自動車保険は「私保険」である。 
そして注目すべき点は、自賠責保険と任意自動車保険の引受保険会社が異なる場合でも、
双方の保険金を一括して支払う仕組みが整えられていることである65。 
                                                
64 [堀田一吉, 2003, ページ: 275]において、堀田は損害保険業における官民役割分担を検討するな
かで、「公保険」と「私保険」の分類を行っている。 
65日本損害保険協会発行の「保険金の請求から受け取りまでの手引」には、「人身事故の場合、自
動車保険を契約している損害保険会社は、自動車保険と自賠責保険を一括してお支払いするこ
とがあり（「一括払」といいます。）、この場合、自賠責保険の会社と自動車保険の会社のそれ
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以上が「自賠責保険」と「任意自動車保険」との関係のあらましだが、この自動車保険
の取り扱いは、民間医療保険活用の方向性についていくつかの示唆を与えてくれている。 
まず 1 つ目は、法的な裏付けなどの仕組みが整備されれば「公保険」を民間保険会社が
運営することが可能だということである。あらかじめ対象とする保障の範囲や支払基準等
を厳密に定めると同時に、保険料率の考え方など「公保険」であるがゆえの性格付けを明
確にする必要はあるが、そのルール66を合理的に定めることができれば、医療保険の分野
においても、生保会社が公的医療保険制度の全部または一部を引き受けることは可能であ
ろう。 
2 つ目は、「公保険」「私保険」の保険金の一括払により、保険金支払い手続き上は保険
の二重構造による非効率性を回避できることである。一括払を実現するためには「公保険」
「私保険」間の決済システムを構築・運営する費用が必要であるが、ひとたびその仕組み
が動き出せば、患者は保険者の違いを意識することなく保険給付を受けることが可能とな
る。この仕組みを医療保険分野に応用できれば、結果、長い期間で考えれば便益が費用を
上回ることになるだろう。 
3 つ目は、医療保険が自動車保険のように「公保険」と「私保険」が一体化した枠組み
で提供されるならば、また、その保険者に生保会社がなれるとするならば、生保会社の本
業である「生命保険商品の提供」以外にも大きく事業機会が広がる可能性が生じることで
ある。前述の決済システムはもちろんのこと、現物支給と現金支給の間を接続する仕組み
や、医師の負担を軽減する電子カルテシステムの導入など、インフラの構築に伴い新しい
ビジネスチャンスが現出するであろう。医療保険全体の提供の枠組みを根本から変えるこ
との費用便益分析、また誰がその費用を負担すべきか、そして生保会社の事業範囲等の議
論が不可欠であるが、生保会社が蓄積した保険金給付に関わる事務運営力を有効に活用す
ることは、生保会社にとってはビジネスチャンスであり、また国民医療費全体の効率化に
も資するものではないかと考えられる。 
以上、わが国の自動車保険の仕組みを参考とした民間医療保険の活用について述べた。
もちろん、このような仕組みづくりは生保会社個社の努力では不可能であり、生保業界を
                                                                                                                                                 
ぞれに請求することなく、まとめて請求することができます」とある。 
66自賠責保険は被害者救済を目的とした強制保険であるため、その基準料率は自動車損害賠償保
障法第 25 条によって「能率的な経営の下における適正な原価を償う範囲内でできる限り低い
ものでなければならない」と定められており、利潤や不足が生じないように算出されている。
これは一般に、「ノーロス・ノープロフィット（no loss, no profit）の原則」と呼ばれている。 
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挙げて政府や行政に働きかけることが前提となるものの、医療保険分野に横たわる社会的
な課題をビジネスの力で解決する一つの有力モデルになるのではないかと筆者は考えてい
る。 
公的医療保険制度との関係における民間医療保険のあり方は、今回の検討を通じて奥の
深い問題であるとの認識に至ったため、引き続き別の機会にさらに詳細な検討を加えたい
と考えている。 
 
第五節 本章のまとめ 
第七章「医療保険分野における新たな事業機会」では、「公保険」「私保険」の境界線の
ゆらぎを取り上げ、特に医療保険の分野で生保会社が果たす役割が拡大する可能性を検討
した。 
保険加入で得られる経済的効果の検証、保険を支える数理的基礎の確認、総余剰分析等
を通して「公保険」「私保険」の境界線を確定した。 
また、フランス、ドイツの医療保険制度の諸外国における民間医療保険活用の事例を参
考にしつつ、またわが国の自動車保険の枠組みを取り入れ、医療保険分野に横たわる社会
的な課題を解決するモデルを提示した。最後に、わが国の医療保険制度についてさらに議
論を深める必要があることを述べた。 
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第八章 おわりに 
第一節 議論の総括 
本論文の前半部分にあたる第二章から第五章にかけては、1 つ目の問題意識、すなわち
新しい事業機会を探る前提となる生保業界の動向を整理することに力点を置いた。 
第二章「生保業界を取り巻く環境の変化」では、まず生命保険文化センターが調査した
データに基づき現在の生保業界を俯瞰した。生命保険の世帯加入率、世帯年間払込保険料、
世帯の普通死亡保険金額はいずれも低下傾向にあるが、個人保険の種類別保有契約件数は
増加傾向にあり、また経常収益の規模から考えても、生保業界は日本の国民経済において
大きな存在感を示している。また、生保業界を取り巻くリスクを図式化し、リスクの構造
を明らかにした。生保業界は「信頼喪失のリスク」「顧客施行多様化・顧客接触機会減少に
よる機会損失のリスク」「国内マーケット縮小のリスク」に多重的に囲まれているが、それ
に対して「ガバナンス強化のための組織改革」「営業職員チャネル改革」「顧客の多様化す
る要望に対応した商品開発」「販売チャネルの多様化」「生保会社の形態転換/再編による経
営体力の強化」等の対応を行っていることが明らかになった。 
第三章「生保業界の信頼回復への対応」では、第二章を受けて、どのような方法で生保
業界が信頼を回復しようとしているのかを確認した。いわゆる「保険金不払問題」の発覚
の契機となった明治安田生命の事例と一連の対応について、事件の背景、発端、発覚の経
緯と、事件がディスクロージャー資料に外見的にどのような影響を与えているかを確認し
た。また、信頼回復への改革として「ガバナンスの強化のための組織改革」および「営業
職員チャネル改革」について具体的に述べた。 
第四章「機会損失回避のための対応」では、第二章を受けて、顧客嗜好の多様化や顧客
接触機会の減少により機会損失を招きやすい現在の環境下にあって、生保業界がどのよう
な手段でそれを乗り切ろうとしているのかを確認した。顧客嗜好の多様化による機会損失
のリスクに対して、生保会社は「顧客の多様化する要望に対応した商品開発」という取組
を行っており、様々な商品が生まれてきたことを述べる一方、保険商品のシンプル化を求
める動きもあり、これもまた「顧客嗜好の多様化への対応」と捉えることが適切であろう
と述べた。また、顧客接触機会減少による機会損失のリスクに対して、生保会社は「販売
チャネルの多様化による、顧客接点の強化」という取組を行っているとし、特に銀行窓口
販売を中心とした「金融機関チャネル」、「通信販売チャネル」、「来店型販売チャネル」な
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ど、「営業職員チャネル」以外の販売チャネルが急速に拡大しつつあり、機会損失のリスク
を最小化しようとしている姿を確認した。 
第五章「生保会社の形態転換/再編」では、第二章を受けて、生保会社がその姿を変化さ
せて経営基盤の強化を図る姿を取り上げた。形態転換/再編の理由について述べ、相互会社
から株式会社への転換、株転＋持株会社形式の統合、相互会社同士の合併のそれぞれの具
体例をもとに、その狙いを整理した。また、直近の生保業界の再編動向に触れるとともに、
それぞれの形態転換／再編方法の特徴をまとめた。 
 
本論文の後半部分にあたる第六章から第七章にかけては、2 つ目の問題意識、すなわち、
医療保険分野における生保業界の今後の事業機会を探ることに力点を置いた。 
第六章「生保会社の戦略分析」では、フレームワークを用いた分析により、現在の生保
会社各社の採用する戦略がどのように分類され、新たな事業機会を探すきっかけになるか
どうかを確認した。バリューチェーン分析による内部要素を切り口とした分析では、「顧客
の信頼回復」「製版分離型生保」「販売代理店化戦略」の 3 つについてバリューチェーンに
着目した分類を行ったが、分類が可能であること自体が内部要因による差別化が容易では
ないことを示していると結論付けた。また、5 つの力分析による外部要素を切り口とした
分析では、生保業界はある程度の収益力が確保されているという分析結果を得たが、筆者
の実感とは乖離したものであった。結果、内部要素、外部要素いずれに着目した分析によっ
ても、新たな事業機会を発見することが難しいことが判明した。一方、新たな事業機会と
してアジアを中心とした海外進出について取り上げられることが多いが、収益に貢献でき
るようになるまでには相等の時間を要するものと思われ、苦しくとも国内で新たな事業機
会を探す努力を止めてはならないと筆者は主張するとともに、「医療保険」の分野で事業機
会を発見できるのではないかという仮説を示した。 
第七章「医療保険分野における新たな事業機会」では、「公保険」「私保険」の境界線の
ゆらぎを取り上げ、特に医療保険の分野で生保会社が果たす役割が拡大する可能性を検討
した。保険加入で得られる経済的効果の検証、保険を支える数理的基礎の確認、総余剰分
析等を通して「公保険」「私保険」の境界線を確定した。また、フランス、ドイツの医療保
険制度の諸外国における民間医療保険活用の事例を参考にしつつ、またわが国の自動車保
険の枠組みを取り入れ医療保険分野に横たわる社会的な課題を解決するモデルを提示した。
最後に、わが国の医療保険制度についてさらに議論を深める必要があることを述べた。 
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第二節 むすびにかえて 
本論文は、前半部分（第二章から第五章にかけて）を新たな事業機会を探る前提となる
生保業界の動向を整理することにあて、後半部分（第六章から第七章にかけて）を医療保
険分野における生保業界の今後の事業機会を探ることにあてた。 
このような構成をとった理由は、本論文が筆者にとって 3 年間の生命保険文化センター
に在籍した証となるよう執筆したからである。 
生保業界の情報発信機能を持つ当センターに課せられた最も重要な役割の一つは、生保
業界の真の姿、ありのままの姿を中立的な立場で発信することにある。よって前半部分は
あくまで「現状分析」であり、何かを論じているのではないという観点から考えて「論文」
に含んでよいものかと筆者も頭を悩ませた。しかしながら、後半に登場する内容、すなわ
ち「公保険」「私保険」の境界線をめぐる議論や、それを踏まえた新たな事業機会の探索に
ついては、現状分析を行う過程において生じた問題意識であったし、また時系列的にも出
向 3 年目になってから個人的に探求したテーマであったため、自分なりに順序どおりに筋
道の通った、また実務に根ざした論理展開をしたつもりである。 
新たな事業機会として海外進出を否定的に取り上げた理由は、これだけ大きな国内の
マーケットの深耕なしに海外進出に注力することは、かえって経営の自由度を奪うことに
なりかねないのではという筆者の認識にある。無論、海外進出に関して何らかの手を講じ
ておくことは必要であるが、国内マーケットをないがしろにしては、そもそも投資の原資
を確保することが難しくなるであろう。その意味で、国内マーケットを深耕するような機
会を探し出し準備をしておくことは極めて重要だと筆者は考えている。 
なお、わが国の社会保障制度を救済すべく民間医療保険の活用を検討すべきではないか
という意識は、筆者が社会保険労務士であるという出自によるものであることを申し添え
るとともに、今後も自身のテーマとして探求していく予定であることを表明し、本論文の
締めくくりとする。 
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